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課題名  5−1407 ネオニコチノイド農薬による陸域昆虫類に対する影響評価研究 

課題代表者名 中牟田 潔 （千葉大学大学院園芸学研究科生物生産環境学領域 教授） 

研究実施期間 平成26～28年度 

累計予算額   92,112千円（うち平成28年度：29,143千円） 

予算額は、間接経費を含む。 

本研究のキーワード 急性毒性、種の感受性分布、ネオニコチノイド系農薬、セイヨウオオマルハナバチ、クロ

マルハナバチ、トラマルハナバチ、ニホンミツバチ、コロニー、花粉、分布情報 

 

研究体制 

（１）陸域昆虫類のネオニコチノイド感受性の種間差および生態リスクに関する研究（千葉大学） 

（２）マルハナバチ類に対する影響評価（国立研究開発法人国立環境研究所） 

（３）ニホンミツバチ野生個体群に対する影響評価（国立研究開発法人森林総合研究所） 

 

研 究 概 要  

１ ． は じ め に （ 研 究 背 景 等 ） 

近年、ネオニコチノイド系殺虫剤を代表とする浸透移行型殺虫剤による生態系影響が大きな環境問題とし

て注目を集めている。浸透移行型殺虫剤は植物の根から吸収されて、植物体内に移行するという特性をもち、

日本・東南アジアでは水稲の箱苗処理剤として1990年代より広く使用されている。また欧米でも畑作物の種子

処理剤として普及してきた。本剤は、OECDテストガイドラインに基づく水生生物急性毒性試験では、極めて毒

性が低いことが示されることから、生態影響の低い薬剤と判定されていた。しかし、我が国では近年になって、

本系統剤による水田および周辺の節足動物群集に対する悪影響が懸念されるようになり、室内毒性試験やメ

ソコズム試験により極めて低濃度でも水生生物に対して毒性が高いことが示されている。一方、欧米では本剤

による家畜ミツバチに対する影響が注目され、北米で問題となっている蜂群崩壊症候群CCDの原因物質として

疑われている。また、野生マルハナバチの急速な減少についても本剤との関連性が議論されている。こうした状

況の中、我が国では家畜ミツバチに対する実環境における低濃度暴露の影響評価は進んでいない。また野生

マルハナバチについても、全国的にその数が減少傾向にあるとされるが、農薬との関係は不明である。2013年

5月EUがハチに対する生態リスクからネオニコチノイド農薬3剤の使用規制を発表し、わが国においても本系統

薬剤の影響実態を緊急に明らかにする必要がある。 

 

２ ． 研 究 開 発 目 的  

日本では、浸透移行型殺虫剤の陸域生物に対する評価は進んでいないことから、本系統剤の陸域昆虫類

に対する生態影響の実態を明らかにする（図1）。農業環境周辺に生息する様々な昆虫類やクモ類に対する浸

透移行型殺虫剤の室内毒性試験を実施して影響濃度を求める。対照薬剤として有機リン剤など既存の他系

統薬剤との比較を行う。農薬を処理した実験圃場を設定し、周辺エリアにおける節足動物群集の動態を調査

し、暴露影響を評価する。マルハナバチ類および野生ニホンミツバチのワーカー個体による室内急性毒性試験

を行い、感受性変異を調査する。飼育コロニーを用いて室内およびハウスレベルでコロニー成長・次世代生産

数を評価ポイントとして、花粉や花蜜を介した農薬のコロニー影響試験を行う。各ハナバチ類の寄生生物相を

調査して、病原体の分離を行うとともに、PCR診断による病原特定方法を開発する。また各ハナバチ野生個体

群の分布情報を収集しデータベース化して、個体群減少エリアを特定し、空間構造との関係を調べる。 
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図1 本研究において取り組む課題 

 

 

３ ． 研 究 開 発 の 方 法   

（ １ ） 陸 域 昆 虫 類 の ネ オ ニ コ チ ノ イ ド 感 受 性 の 種 間 差 お よ び 生 態 リ ス ク に 関 す る 研 究 （ 千 葉 大 学 ） 

１）経皮急性毒性試験 	 

ネオニコチノイド系農薬６剤、フェニルピラゾール系農薬２剤、有機リン系農薬３剤、カーバ

メート系農薬１剤、合成ピレスロイド系農薬１剤、ジアミド系農薬１剤を用いて、陸域節足動物

24種に対する経皮毒性試験を行った。各農薬の原体を有機溶媒に溶解させて対象とする節足動物

種に塗布し、2日後に生死を判定した。この時苦悶虫はその後回復せずに死亡した場合、苦悶し

はじめた時点で死亡したと判断した。塗布する農薬量（dose）は2-4倍の間隔で、ほとんどの個

体が生存する量とほとんどの個体が死亡する量の間で十分な反復（15-30）がとれるよう適宜調

整した。上記の方法で収集したデータを用いて各薬剤、各節足動物の組み合わせで半数致死量

（LD50）をロジスティック回帰によって計算し、それらの値を薬剤ごとに対数正規分布に適合さ

せて種の感受性分布（SSD:	 Species	 Sensitivity	 Distribution）を作成した。この時LD50値が

高すぎて計算できなかった種については、試験した最大値の10倍の値をLD50と仮に設定した。生

態リスク評価では、全体の5%の種が影響を受ける濃度（HC5:	 5%	 Hazardous	 Concentration）を

計算することが一般的であるが、選択性が高い薬剤ほどSSDの傾きが緩やかになり、HC5の値が小

さくなる傾向があるため、全体の50%が影響を受ける濃度HC50も併せて計算した。	 

２）圃場試験 	 

圃場におけるネオニコチノイド系薬剤の生態影響を調べるため、国立環境研究所谷田部圃場（茨城県

つくば市）内の農薬使用履歴がない圃場において圃場試験を行った。9m×9mの敷地を10区画用意し、内

部に3m×3mのナス圃場を設けた。2014年9月、2015年5月、2015年8月の計３作期ナス苗を定植する時に、

イミダクロプリド、クロチアニジン、フィプロニル、ダイアジノンを株元処理した。無処理のコントロールを含む

調査区をそれぞれ2反復ずつ設置した。生物相調査はナス植物体上の見取り調査と、圃場周辺の植物体

上でスイーピング調査を行った。ナス植物体上の見取り調査において出現した種は、アブラムシ、アリ、ク

モ、アザミウマ、コナジラミ、その他の6つのカテゴリーに分類した。その他を除く各カテゴリーの出現個体数

が農薬の影響を受けるかどうかを調べるため、階層ベイズモデルを用いて統計モデリングを行った。スイー

ピング調査の結果では、植物被度の影響を考慮したモデルを用いて各薬剤との相関を判断した。農薬の

残留を調査するため、3m四方の畑の縁から0m, 1mの位置にある土壌を深さ5 cmで、1m, 2mの位置にある
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草本種数種の植物体を各場所で採取した。採取したサンプルはLC/MS-MS法にて各農薬の残留値を求

めた。このとき、検出限界値以下の値は0.001µgに統一した 

（ ２ ） マ ル ハ ナ バ チ 類 に 対 す る 影 響 評 価 （ 国 立 研 究 開 発 法 人 国 立 環 境 研 究 所 ）  

１）野生マルハナバチ類急性毒性試験 	 

a	 接触毒性試験：供試虫としてトラマルハナバチ、コマルハナバチおよびクロマルハナバチ

の働きバチを用いた。試験区として、等比級数的に少なくとも5薬量区、被験物質を含まない無

処理対照区、及び少なくとも3薬量の基準物質（ジメトエート等）区を設けた。1区3頭以上（3反

復以上）で実施した。暴露方法及び飼育方法として、被験物質はアセトンに溶解し、供試虫の胸

部背面に被験物質を一頭当たり5	 µL局所施用した。処理後25℃±2℃、湿度50～70%RH程度、暗黒

条件で飼育し、4、24、48、72、および96時間後に各個体の生存、死亡及び異常を記録した。	 

b	 経口毒性試験：供試虫および試験区は接触毒性試験と同様である。暴露方法及び飼育方法

として、被験物質を50%（W/V）ショ糖溶液に溶解又は分散し、供試虫1頭当たり150	 µLを原則と

して4時間給餌した。その後の飼育管理、及び影響判定は接触毒性試験と同様である。	 

２）ミニコロニーを用いた生殖影響試験 	 

a	 経皮毒性試験：セイヨウオオマルハナバチ市販コロニーより、女王蜂および蛹室を取り除

き、ワーカーも20匹のみ残して、他個体はすべて除去したミニコロニーを作成した。24時間室内

環境に順化後、ワーカー10匹を取り出し、クロチアニジンもしくはイミダクロプリド0.2ppm

（200ppb）アセトン溶液を散布して、風乾後、巣に戻した。対象区として農薬処理をしていない

無処理区を設定した。薬剤処理後３週間に巣を室内飼育して、その後、巣を解体して巣内のカー

スト構造および個体数を計測した。	 

b	 経口毒性試験：透明なプラスチックケースに、蛹繭を台座として設置して、セイヨウオオ

マルハナバチ・ワーカーを5匹入れて、ワーカー産卵を誘導してミニコロニーを生産させた。ミ

ニコロニー生産開始１W後からイミダクロプリド1ppbおよび10ppbを含有したショ糖液を与え、巣

の成長および次世代の羽化数を計測した。	 

３）ハウス内コロニーレベル生殖影響試験 	 

アリスタライフサイエンス社製の乾燥花粉にイミダクロプリドのアセトン溶液を定量吸収さ

せ、ミキサー粉砕によって濃度を均一化した花粉ベイトを作成した。花粉中濃度200ppbおよび

20ppbに調整した。国立環境研究所内ガラス室内（高さ2.5	 m×幅8	 m×8	 m）を2式設営し、ワーカ

ー数を30匹に統一したクロマルハナバチ市販コロニーを1コロニーずつ設置した。設置後1日後よ

り毎日朝9時にベイト花粉（無処理区は無農薬花粉）を9g設置し、夕方17時に回収して、花粉重

量を計測することでマルハナバチの花粉回収量を算出した。またハウス内で落下している死亡個

体を回収して個体数を計測した。1ヶ月間、ハウス内飼育を行ったあと、巣を回収・解体して巣

内の齢構成を調べた。	 

４）マルハナバチ分布実態調査 	 

全国の在来および外来マルハナバチの分布情報を収集するとともに、全国のネオニコチノイド

系農薬の使用量の情報を収集し、マルハナバチの分布と土地利用、気候条件、そして農薬の使用

量との相関関係を解析した。マルハナバチの分布に対して気候、土地利用、ネオニコチノイド系

農薬使用が与える影響をMaxentモデルによる解析を行い、生息適地推定を行った。これらの解析

と同時に、一般化線形モデル（GLM）による解析を行い、同様に農薬の使用量の影響を調べた。	 

５）野生マルハナバチにおける病原寄生生物の感染状況調査 	 

a	 微胞子虫調査： 2014年度は、北海道上川郡美瑛町にてセイヨウオオマルハナバチおよび在

来マルハナバチの採集を行った。対照調査区として、セイヨウオオマルハナバチが野生化してい

ない東京都八王子市東京薬科大学キャンパスおよび長野県南佐久郡川上村において在来マルハ

ナバチを採集した。2015年度は北海道標津郡中標津町および北海道網走郡大空町にてセイヨウオ

オマルハナバチおよび在来マルハナバチの採集を行った。対照調査区として、セイヨウオオマル

ハナバチが野生化していない長野県南佐久郡川上村および山梨県富士吉田市において在来マル

ハナバチを採集した。採集したサンプルは、顕微鏡下で胞子を観察するとともにPCR診断により、

Nosema	 bombiの有病率を求めた。またN.	 bombiが検出されたサンプルについては、ダイレクトシ

ークエンス解析を行った。	 

b	 ポリプダニ調査：北海道全域より在来種エゾオオマルハナバチおよびトラマルハナバチ、

および外来種セイヨウオオマルハナバチのワーカー個体を採集し、国立環境研究所の冷凍庫にて

保管した。保管したサンプルを順次解剖し、胸部および腹腔内に寄生するダニLocustacarus	 

buchneriの成体、幼体、卵の有無を観察した。さらに目視で確認がされなかった個体については、
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胸部・腹部を1.5mLエッペンドルフ・チューブ内でホモジェナイズしてGoka	 et	 al.(2000)の方法

に準じてDNAを抽出し、L.	 buchneri特異的プライマーを用いてミトコンドリアDNAチトクロームC

オキシダーゼ遺伝子領域を増幅して、増幅産物の有無によって、寄生を判定した。	 

（３）ニホンミツバチ野生個体群に対する影響評価（国立研究開発法人森林総合研究所） 	 

１）個体レベルの急性毒性試験 	 

ネオニコチノイド系5剤（アセタミプリド、イミダクロプリド、クロチアニジン、ジノテフラ

ン、チアメトキサム）、フェニルピラゾール系1剤（フィプロニル）、有機リン系2剤（ダイアジ

ノン、フェニトロチオン（MEP））、新規アントラニルジアミド系1剤（クロラントラニリプロー

ル）、ピレスロイド系1剤（エトフェンプロックス）、カーバメート系1剤（カルバリル）を用い

て急性経皮毒性試験を行った。これらに加えて、エチプロール（フェニルピラゾール系）、アセ

フェート（有機リン系）とフルベンジアミド（ジアミド系）の3剤を用いて急性経皮毒性試験も

行った。	 

２）コロニーに対する低濃度曝露試験 	 

春から初夏にかけて、ニホンミツバチの分蜂群を捕獲し、専用の木製巣箱に移動させた後、茨

城県つくば市にある森林総合研究所構内にて飼育試験を行った。試験には無農薬区（農薬希釈用

に添加したアセトンのみ）として6コロニー、ネオニコチノイド区（ジノテフラン）として4コロ

ニー、非ネオニコチノイド系農薬のピレスロイド区（エトフェンプロックス）として4コロニー

を用いた。8月初旬から2週間、上記の薬剤入り人工飼料（ビーハッチャー）を巣箱内に投与し摂

食させた。人工飼料中の農薬濃度については、日本におけるセイヨウミツバチと農薬に関する既

存の調査結果(Kimura	 et	 al	 2014	 Journal	 of	 Apicultural	 Research）で報告されている働き蜂

によって採集された花粉中濃度を参考にした。本既存調査で報告されている範囲の最大の値とし、

ジノテフランは301.8ng/g、エトフェンプロックスは25.4ng/gを投与した。	 

３）分布状況調査 	 

全国より採集したニホンミツバチの訪花地と営巣地の情報をもとに、ネオニコチノイド系農薬

（イミダクロプリド、クロチアニジン、ジノテフラン、チアクロプリド、チアメトキサム、ニテ

ンピラム）の総使用量に加えて土地利用と気候を環境変数として、訪花地と営巣地それぞれの分

布モデルを作成した（表(3)-1）。ネオニコチノイド系農薬使用量は、都道府県毎における各種

農薬の使用量データ、さらには都道府県毎における各種農薬の用途別使用量データ（谷地ら2016	 

日本農薬学会誌）から上記の土地利用率をもとにして計算した水田と畑地の1km2辺りの使用量を

用いた。土地利用データはJAXA日本域高解像度土地利用土地被覆図ver.16.09	 

http://www.eorc.jaxa.jp/ALOS/lulc/jlulc_jpn.htm）を1	 km2内の土地利用比率で求めたものを

使用した。気候データはWorldClim（www.worldclim.org）より月ごとの気温と降水量の1	 km2ス

ケールデータをもとに生物の分布に重要と考えられる気候データBioclimaticを計算したものを

利用した。以上の環境変数を用い、訪花地と営巣地のそれぞれの分布モデルを

MaxEnt(ver.3.3.3k)	 (Phillips	 et	 al	 2006	 Ecological	 Modelling)	 で構築した。	 

４）感染症状況調査 	 

上述のニホンミツバチコロニ−に対する低濃度曝露試験において、各区の巣のニホンミツバチ

働き蜂を対象に、アカリンダニ、ノゼマ微胞子虫、黒色女王蜂児ウイルス（BQCV）、翅形態不全

ウイルス（DWV）、サックブルード病ウイルス（SBV）の感染率を調査した。	 

	 

４．結果及び考察 	 	 

（１）陸域昆虫類のネオニコチノイド感受性の種間差および生態リスクに関する研究（千葉大学） 	 

１）経皮急性毒性試験 	 

求めたLD50値をもとに種の感受性分布曲線(SSD)を描いた結果、ネオニコチノイド系農薬はSSD

の傾きが小さくなる傾向を示した。すなわち、ネオニコチノイド系農薬は、従来の農薬よりも感

受性幅が広く、影響を受けやすい種と受けにくい種が存在した。したがって数少ない指標種のみ

によるリスク評価では適切な評価が難しいと思われる。また、フェニルピラゾール系農薬はネオ

ニコチノイド系農薬よりもSSDの傾きがさらに小さくなった。したがって、フェニルピラゾール

系農薬のリスク評価はさらに難しいと思われる。	 

２）圃場試験 	 

a	 昆虫相への影響：ナスを３作期繰り返し作付けし、その都度粒剤を株元に施用しナス株上、

および圃場周辺の植物体上の昆虫相を調査した結果、ナス株元に施用したイミダクロプリド、ク

ロチアニジン、フィプロニル、ダイアジノンの何れの薬剤においても、薬剤による周辺植物体上
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の昆虫相への明確な負の影響は検出されなかった。	 

b	 農薬の残留：イミダクロプリド、クロチアニジン、フィプロニル、ダイアジノンのそれぞ

れが畑の縁から0m、1m地点の土壌から検出された。また、ナス、および圃場周辺雑草の残留分析

でもそれぞれの薬剤の残留が検出されたが、雑草サンプルの残留値はナスサンプルの100分の1程

度の値であった。	 

（２）マルハナバチ類に対する影響評価（国立研究開発法人国立環境研究所） 	 

１）野生マルハナバチ類急性毒性試験 	 

いずれの薬剤も、接触・経口ともにセイヨウミツバチとほぼ同等の毒性を示し、また時間経過

とともに、毒性発現が強くなっていることが示された。急性毒性値には、顕著な種間差は認めら

れなかったが、急性経口毒性で、イミダクロプリドがトラマルハナバチに対して遅効的であるこ

とが示された。以上の結果から、ネオニコチノイド系農薬は在来種マルハナバチ類成虫に対して

も強い急性毒性を有することが明らかとなった。	 

２）ミニコロニーを用いた生殖影響試験 	 

a	 経皮毒性試験：クロチアニジンおよびイミダクロプリドのミニコロニー毒性試験をそれぞれ

２回繰り返しで行った。薬剤処理後、３週目の巣内構造を薬剤処理区および無処理区間で比較し

た結果、ワーカー数、蛹数、幼虫数など各ステージの個体数に、薬剤処理による有意な減少は２

回の試験とも認めることができなかったが、２回の試験とも、全体の個体数は処理区の方が大き

くなる傾向が示された。この結果から、野外における暴露濃度よりも遥かに高い濃度のクロチア

ニジンにワーカーが暴露しても、巣の崩壊が起こるほど顕著なコロニー毒性が生じることはない

と考えられた。	 

b	 経口毒性試験：イミダクロプリド１ppbショ糖水ではワーカー死亡数および幼虫死亡数は

Control区と同じ動態を示したが羽化数はcontrol区よりも有意に少なかった。一方10ppb処理区

はワーカー死亡数、幼虫死亡数はcontrol区および1ppb処理区のいずれよりも大きく、羽化数も

有意に小さく、ほぼ全個体が羽化に失敗した。これらの結果から、10ppbのイミダクロプリドを

ワーカーに経口投与するとコロニーが崩壊することが示された。	 

３）ハウス内コロニーレベル生殖影響試験 	 

2015年度の試験では、イミダクロプリド200ppb処理区では、無処理区と比較して花粉消費量が

極端に低下しており、１ヶ月間の消費量は無処理区が56.3gに対して処理区は28.3gに半減してい

た。また１ヶ月後の巣内構造を調査した結果、処理区では卵室数がゼロになっており、新女王お

よびオスが生産されていないことが示された。一方、20ppb（環境中実濃度）処理区では、花粉

消費量は、無処理区との間に有為な差はなかった。１ヶ月後の巣内構造においても、処理区・無

処理区間で顕著な卵室数、および新女王・オス数の減少は認められなかった。ただし、イミダ20ppb

処理区においては死亡卵が有意に増加するとともに巣内の総個体数が増加している傾向が示さ

れた。	 

2016年度試験では、40日間の試験中にハウス内にみられる個体数を計測した結果、イミダクロ

プリド200ppb処理区とコントロール区との間でワーカー数に大きな差はみられなかった。しかし

200ppb試験の1回目および2回目のコントロール区でオスと新女王が出現した一方、イミダクロプ

リド処理区ではどちらも出現しなかった。一方、20ppb含有花粉を与えた試験でも、ワーカー数

に大きな違いはみられなかった。オス成虫はコントロール区でのみ出現した。40日観察後巣内構

造において、200ppb処理区ではいずれの試験でもコントロール区に比べて生存個体数が減少して

おり、特に生存幼虫数が少なかった。一方、20ppb処理区では、生存総個体数および生存幼虫数

ともに大きな違いはみられなかった。	 

以上の結果から、マルハナバチのコロニー生産、特に次世代繁殖虫である新女王の生産に影響

が出るイミダクロプリド花粉中濃度閾値は20〜200ppbの間にあると示唆された。	 

４）マルハナバチ分布実態調査 	 

解析に用いたマルハナバチの分布情報は在来マルハナバチ10種および外来マルハナバチ1種

（セイヨウオオマルハナバチ）であった。農薬使用量の情報を説明変数として、Maxentモデルを

用いてマルハナバチの生息適地推定（出現確率）を行った。いずれの種も農薬使用量を含む説明

変数によって分布情報がよく説明された。農薬使用量に対する出現確率の反応曲線を検討した結

果、多くのマルハナバチ類において単位面積当たりの農薬使用量の寄与率が高く、マルハナバチ

の出現確率は県別農地あたり農薬使用量に対して概ね正の相関がある事が判明した。それぞれの

グリッドにおける出現確率を目的変数とし、説明変数を独立とした一般化線形モデル（GLM）に

よる解析を行った結果、マルハナバチ類の分布に対する農薬使用の負の影響はほとんどみられな
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かった。以上の結果から、県別農地あたりの農薬使用量が増えるほど、多くのマルハナバチ種の

出現確率が高くなることがわかった。	 

５）野生マルハナバチにおける病原寄生生物の感染状況調査 	 

a	 微胞子虫調査： PCR診断による北海道におけるN.	 bombi有病率は、セイヨウオオマルハナ

バチ、エゾオオマルハナバチ、エゾトラマルハナバチ間で佐賀見られた。長野県でもトラマルハ

ナバチ、ミヤママルハナバチ間で有病率に差があった。塩基配列解析の結果、エゾオオマルハナ

バチから検出されたN.	 bombiは、ヨーロッパ系統に属すること、エゾトラマルハナバチ、トラマ

ルハナバチ、ミヤママルハナバチの3種から検出されたN.	 bombiは、アジア系統に属することが

明らかになった。以上の結果から、北海道には外来種由来のノゼマ病原虫が分布していると考え

られ、感染率に地理的変異があることが示された。今回得られた有病率と上記の【マルハナバチ

の分布実態調査】で得られた農薬使用量データを照合したが、データ数が十分でないため、有意

な関係性を検出することはできなかった。今後、このN.	 bombiの有病率動態と農薬使用量の変動

を調査することで、病原体と農薬との関係に付いて情報が得られると期待された。	 

b	 ポリプダニ調査：北海道各地より収集したエゾオオマルハナバチ、トラマルハナバチおよ

びセイヨウオオマルハナバチ（外来種）のワーカー個体におけるLocustacarus	 buchneriの感染

率を解剖およびDNA検査によって調査した結果、エゾオオマルハナバチおよびセイヨウオオマル

ハナバチから寄生が認められた。セイヨウオオマルハナバチについては20％近い個体が寄生され

ていた。エゾオオマルハナバチについては、地点間で寄生率に変異が認められた。一方、トラマ

ルハナバチについては全サンプルで寄生率０％であった。エゾオオマルハナバチ個体群間におけ

る感染率の変異と農薬使用量の関係については、サンプル数が小さいため統計的に有意な関係性

は見られなかった。一方、寄生に係る種間差が、生態特性に起因する農薬暴露量の差と関係があ

る可能性は今後、検証していく必要があると考えられた。	 

（３）ニホンミツバチ野生個体群に対する影響評価（国立研究開発法人森林総合研究所） 	 

１）個体レベルの急性毒性試験 	 

ネオニコチノイド系、フェニルピラゾール系、有機リン系、ジアミド系、ピレスロイド系、カ

ーバメート系の11薬剤を用いたニホンミツバチの個体レベルの急性経皮毒性試験では、またどの

薬剤のLD50値においてもニホンミツバチの方がセイヨウミツバチよりも低い向を示した。	 

２）コロニーに対する低濃度曝露試験 	 

巣の生存率、巣の重量、巣板に形成された蜂児面積について調査をしている。巣の生存率につ

いて、無農薬区における給餌後生存率は12月まで減少傾向が確認され、ネオニコチノイド区およ

びピレスロイド区ではいずれにおいても、給餌した後の9月に至るまでは変化がなかったものの、

その後生存率は減少した。生存コロニーにおける巣の重量および蜂児面積については、無農薬区、

ネオニコチノイド区、ピレスロイド区のいずれの区間にも明確な相違は確認されなかった	 

３）分布状況調査 	 

全国より採集したニホンミツバチの訪花地と営巣地の情報をもとに、ネオニコチノイド系農薬

（イミダクロプリド、クロチアニジン、ジノテフラン、チアクロプリド、チアメトキサム、ニテ

ンピラム）の総使用量に加えて土地利用と気候を環境変数として、訪花地と営巣地それぞれの分

布モデルを作成した。結果、訪花個体群を用いて作成されたモデルはニホンミツバチの訪花地が

確認された場所をそれ以外の場所から比較的高い確率で峻別する事が可能であり、営巣個体群を

用いて作成されたモデルもニホンミツバチの営巣地が確認された場所をそれ以外の場所から比

較的高い確率で峻別する事が可能であった。	 

４）感染症状況調査 	 

ニホンミツバチコロニ−に対する低濃度曝露試験に付随して感染状況を調査した。ノゼマ微胞

子虫、黒色女王蜂児ウイルス（BQCV）、翅形態不全ウイルス（DWV）、サックブルード病ウイル

ス（SBV）については、無農薬区、ネオニコチノイド区、ピレスロイド区のいずれにおいても感

染率が低く、区間による明確な相違はみられなかった。アカリンダニの寄生率については、無農

薬区、ネオニコチノイド区、ピレスロイド区のいずれにおいても給餌をした後の9月に至るまで

感染率は上昇する傾向がみられたものの、区による明確な違いを確認するには至らなかった。	 

	 

５．本研究により得られた主な成果 	 	 

（１）科学的意義 	 

1）  室内毒性試験結果をもとに描いた種の感受性分布を見ると、ネオニコチノイド系薬剤は選択
性が高く、大きく影響を受ける昆虫種と、ほとんど影響を受けない昆虫種に分かれる傾向が
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ある。	 

2）  圃場試験における残留分析の結果、圃場周辺土壌中や周辺雑草中にネオニコチノイド系薬剤
が残留していることが明らかとなった。さらに、連続使用によりその濃度が上昇する傾向も

明らかになった。	 

3）  ネオニコチノイド系殺虫剤の花粉を介したマルハナバチ・コロニーレベルの毒性試験法を開
発した。	 

4）  次世代の新女王の生産をエンドポイントとしたコロニー生産阻害のイミダクロプリド花粉
中濃度の閾値が20〜200ppbの間にあることを明らかにした。	 

5）  マルハナバチの分布情報とネオニコチノイド農薬の使用量に関する地図情報を統計的に統
合し、農薬使用量がマルハナバチの分布頻度に少なくとも負の影響を及ぼしてはいるという

傾向はないことを示した。	 

6）  マルハナバチの病原寄生生物の検出法を確立するとともに、これら寄生生物の寄生率には地
理的変異や宿主の種間差が存在することが明らかとなった。	 

7）  これまで困難であったニホンミツバチにおける個体レベルの急性毒性試験について試験方
法を確立した。	 

8）  概してニホンミツバチはセイヨウミツバチよりも農薬への感受性が高いことを示した。	 
9）  これまで採集や維持が困難であったニホンミツバチを対象としたコロニーレベルの試験に

関して単年度であるものの実施可能できることを示した。	 

10）  ニホンミツバチ全国分布の解析により、ネオニコチノイド系農薬の使用が、ニホンミツバチ
の存在確率に正または負の影響を与える可能性を示唆した。	 

11）  現実的な濃度を用いてネオニコチノイド系農薬によるコロニーレベルでの感染症影響につ
いて調査したが、明確な影響は確認されなかった。	 

	 

（２）環境政策への貢献 	 

＜行政が既に活用した成果＞ 	 

環境省「農薬の昆虫類への影響に関する検討会」において、研究成果を提供して、今後の野生ハ

ナバチにおける農薬生態影響実態の調査および対策に係る提言を行った（第1回検討会：2016年11

月14日、第2回検討会：2017年2月8日）。さらに、本研究成果に基づき、生物多様性及び生態系サー

ビスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）の	 Deliverable	 3(a):	 Thematic	 assessment	 

of	 pollinators,	 pollination	 and	 food	 production	 において、Leading	 Authorとして参画し、農

薬による生態影響について情報提供を行った。（”Summary	 for	 Policy	 Makers	 of	 the	 thematic	 

assessment	 of	 Pollinators,	 Pollination	 and	 Food	 Production”：	 

http://www.ipbes.net/sites/default/files/downloads/pdf/spm_deliverable_3a_pollination_20

170222.pdf、”Individual	 chapters	 and	 their	 executive	 summaries	 of	 the	 thematic	 assessment	 

on	 pollinators,	 pollination	 and	 food	 production”	 (Laid	 out;	 posted	 on	 5	 March	 2017)	 ：

http://www.ipbes.net/sites/default/files/downloads/pdf/individual_chapters_pollination_2

0170305.pdf）	 

	 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 	 

・マルハナバチ毒性試験およびリスク評価手法、ニホンミツバチの農薬感受性の結果は農薬による

生態リスク評価システムの高度化に貢献できる。	 

・生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）の	 

Deliverable	 3(a):	 Thematic	 assessment	 of	 pollinators,	 pollination	 and	 food	 production	 

において、執筆者として花粉媒介者への農薬影響についてこれまでの科学的知見を取りまとめ

た。	 

・殺虫剤のリスク管理を考慮する場合、異なるネオニコチノイド系薬剤を単にネオニコチノイド系

として扱うことは避け、セイヨウミツバチとは異なる戦略がニホンミツバチに必要であること

が示唆された。	 
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（１）陸域昆虫類のネオニコチノイド感受性の種間差および生態リスクに関する研究  

国立大学法人千葉大学  

大学院園芸学研究科生物生産環境学領域     中牟田 潔・野村 昌史  

 

   平成 26(開始年度)～28 年度累計予算額：33,548 千円（うち平成 28 年度：11,052 千円） 

 

［要旨］  

近年、ネオニコチノイド系殺虫剤を代表とする浸透移行型殺虫剤による生態系影響が大きな

環境問題として注目を集めている。我が国でも水生昆虫への生態影響が詳しく調べられているが、

陸域昆虫への影響は、ハナバチ類を除くとほとんど未解明である。また、ネオニコチノイド系殺

虫剤の生態影響が既存の有機リン剤、カーバメート剤あるいは合成ピレスロイド剤と比べてどう

なのかも不明である。そこで、本課題では、まず陸域節足動物 24 種を用いた経皮毒性試験によ

りネオニコチノイド系農薬６剤、フェニルピラゾール系農薬２剤、有機リン系農薬３剤、カーバ

メート系農薬１剤、合成ピレスロイド系農薬１剤、ジアミド系農薬１剤の半数致死量（LD50 値）

を求め、種の感受性分布曲線(SSD)を描いた。その結果、ネオニコチノイド系農薬は SSD の傾き

が小さくなる傾向を示した。すなわち、ネオニコチノイド系農薬は、従来の農薬よりも感受性幅

が広く、影響を受けやすい種と受けにくい種が存在した。したがって数少ない指標種のみによる

リスク評価では適切な評価が難しい。また、フェニルピラゾール系農薬はネオニコチノイド系農

薬よりも SSD の傾きがさらに小さくなった。したがって、フェニルピラゾール系農薬のリスク

評価はさらに難しいと思われる。さらに、実用濃度による生態影響を明らかにすべく、ネオニコ

チノイド系農薬２剤、フェニルピラゾール系農薬１剤、有機リン農薬 1 剤の粒剤を、農薬使用履

歴のないモデルナス圃場に施用し周辺植物体上の昆虫相への影響、植物体および土壌中への残留

農薬を調べた。３作期繰り返し施用し調査した結果、周辺植物体上の昆虫相への明確な負の影響

はいずれの農薬でも検出されなかった。また、3 作期連続施用すると、農地外の土壌中および周

辺植物体から残留農薬が検出されたが、その濃度は農地内の濃度と比べると土壌、植物体とも

1/10〜1/1,000 程度であり、低濃度であることが示された。  

 

［キーワード］    

経皮毒性試験、種の感受性分布、圃場試験、ネオニコチノイド系農薬、フェニルピラゾール

系農薬、残留、生態影響  

 

１．はじめに  

近年、ネオニコチノイド系殺虫剤を代表とする浸透移行型殺虫剤による生態系影響が大きな

環境問題として注目を集めている 1,2,3,4)。浸透移行型殺虫剤は植物の根から吸収されて、植物体

内に移行するという特性をもち、日本・東南アジアでは水稲の箱苗処理剤として 1990 年代より

広く使用されている。また欧米では畑作物の種子処理剤として普及してきた。本剤は、OECD テ

ストガイドラインに基づく水生生物急性毒性試験では、毒性が極めて低いことが示されることか
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ら、生態影響の低い薬剤と判定されていた。しかし、我が国では近年になって、本系統剤による

水田および周辺の節足動物群集に対する悪影響が懸念されるようになり、室内毒性試験やメソコ

ズム試験により水生生物に対して極めて低濃度でも毒性が高いことが示されている 5)。また、こ

れまで国内外でセイヨウミツバチに対する影響がクローズアップされてきている 6)が、その他の

陸域野生昆虫類に対する影響はよくわかっていない 7)。とくに農業生態系における、無害・無益

な、いわゆる、「ただの虫」への影響は不明である。さらに、ネオニコチノイド系殺虫剤が既存

の殺虫剤よりも生態影響が強いのかについても科学的根拠が明確ではない。 

 

２．研究開発目的  

本課題では、農業環境周辺に生息する様々な昆虫類やクモ類に対する浸透移行型殺虫剤の室内毒

性試験を実施して影響濃度を求める。さらに農薬を処理した実験圃場を設定し、周辺エリアにお

ける節足動物群集の動態および土壌中、植物体への残留農薬を調査し、暴露影響を評価する。  

経皮毒性試験においては、ネオニコチノイド系農薬以外に既存の有機リン剤、カーバメート剤、

合成ピレスロイド剤など 14 剤を用いて、合計 24 種の陸域昆虫種対する半数致死量(lethal dosage 

50: LD50)を求める。得られた毒性値に基づき、種の感受性分布 species sensitivity distribution: SSD

を描き、生物種間の感受性の違いおよび薬剤間の生態影響の違いを明らかにする。さらに、農薬

を処理した実験圃場を設定し、周辺エリアにおける節足動物群集の動態および土壌中、植物体へ

の残留農薬を調査し、暴露影響を評価する。  

 

３．研究開発方法  

（１）室内毒性試験  

ネオニコチノイド系農薬の生態リスク評価を行うため、14 種類の薬剤（表(1)-1）を用いて

節足動物 24 種（表(1)-2）への経皮暴露試験を試みた。各農薬の原体を有機溶媒に溶解させて

対象とする節足動物種に塗布し、2 日後に生死を判定した。この時苦悶虫はその後回復せずに

死亡した場合、苦悶しはじめた時点で死亡したと判断した。塗布する農薬量（dose）は 2-4 倍

の間隔で、ほとんどの個体が生存する量とほとんどの個体が死亡する量の間で十分な反復

（15-30）がとれるよう適宜調整した。上記の方法で収集したデータを用いて各薬剤、各節足動

物の組み合わせで半数致死量（LD50）をロジスティック回帰によって計算した。ロジスティッ

ク回帰は応答変数に各個体の生死を 1, 0 で表したものを用い（死亡が 1）、説明変数に農薬量

と生重量を設定した（式 1, 2）。応答変数の誤差はベルヌーイ分布を仮定した。  

death rate) ~ Bernoulli (y)  （式 1） 

logit(y) = beta0 + beta1*(dose) （式 2） 

death rate：死亡率（各個体の生死）、dose：農薬量、beta0,1：パラメータ  

式 1 において death rate が 0.5 になる時は式 2 の右辺が 0 となる時であるため、推定したパ

ラメータから以下の式で LD50 を求めることができる（式 3）。  

LD50 = -beta0 / beta1 （式 3） 

得られた LD50 値を薬剤ごとに対数正規分布に適合させて種の感受性分布（SSD: Species 

Sensitivity Distribution）8)を作成した。この時 LD50 値が高すぎて計算できなかった種について

は、試験した最大値の 10 倍の値を LD50 と仮に設定した。なお、トラマルマルハナバチとクロ
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マルハナバチ、およびニホンミツバチとセイヨウミツバチの LD50 値は、それぞれサブテーマ

２と３の結果を用いた。生態リスク評価では、全体の 5%の種が影響を受ける薬量（HD5: 5% 

Hazardous Dose）を計算することが一般的であるが、選択性が高い薬剤ほど SSD の傾きが緩や

かになり、HD5 の値が小さくなる傾向があるため、全体の 50%が影響を受ける濃度 HD50 も併

せて計算した  

最後に、得られたデータの一部を用いて nMDS 法による序列化を行い、各薬剤の殺虫スペ

クトルを明らかにした。この時感受性が高い種が高い値を持つように、LD50 の逆数を用いた。  

 

表(1)-1 毒性試験に用いた薬剤  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 薬剤の系統  薬剤名  
対象

種数  

ネオニコチノイド系  ネオニコチノイド系  イミダクロプリド  20 

ネオニコチノイド系  フェニルピラゾール系  フィプロニル  19 

新規浸透移行薬剤  アントラニックジアミド系  クロラントラニリプロール  17 

従来薬剤  有機リン系  ダイアジノン  17 

従来薬剤  ピレスロイド系  エトフェンプロックス  15 

従来薬剤  カーバメート系  カルバリル（NAC）  12 

ネオニコチノイド系  ネオニコチノイド系  クロチアニジン  11 

ネオニコチノイド系  ネオニコチノイド系  チアメトキサム  9 

ネオニコチノイド系  ネオニコチノイド系  アセタミプリド  8 

従来薬剤  有機リン系  フェントロチオン（MEP） 9 

従来薬剤  有機リン系  ジメトエート  8 

ネオニコチノイド系  ネオニコチノイド系  ジノテフラン  6 

ネオニコチノイド系  ネオニコチノイド系  ニテンピラム  5 

ネオニコチノイド系  フェニルピラゾール系  エチプロール  5 
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表(1)-2  経皮暴露試験対象種一覧  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）圃場試験  

フィールドにおけるネオニコチノイド系薬剤の生態影響を調べるため、圃場試験を行った。

2014 年 9 月 30 日、2015 年 5 月 14 日、2015 年 8 月 20 日の計 3 回、国立環境研究所谷田部圃場

（茨城県つくば市）においてナス苗（千両二号）を対象薬剤の粒剤１g と共に定植した。9m×9m

の敷地を 10 区画用意し、ダントツ（イミダクロプリド 1%）、アドマイヤー（クロチアニジン

0.5%）、プリンス（フィプロニル 1%）、ダイアジノン（ダイアジノン 5%）、コントロールの

調査区をそれぞれ 2 反復ずつ設置した（図(1)-1）。なお、本圃場は本試験を行うまで農薬の使

用履歴がないことを確認している。  

各区では中央の 3m×3m を畑として、その周囲 3m はバッファーゾーンとした。畑には 50cm

間隔でナス苗 24 本を植えた（図(1)-2、中心の 1 本は除く）。  

 

１）生物相調査：ナス定植後 8 週にわたって毎週ナス植物体上の見取り調査（各調査区にお

いて図(1)-2 で指定した 7 株が対象）と、バッファーゾーンのスイーピング調査を行った。ナス

  目  和  名  学  名  

バッタ目    オンブバッタ  Atractomorpha lata 

バッタ目  エンマコオオロギ  Teleogryllus emma 

バッタ目  スズムシ  Homoeogryllus japonicus 

カメムシ目   マルシラホシカメムシ  Eysarcoris guttigerus 

カメムシ目  ホソハリカメムシ  Cletus punctiger 

カメムシ目  オオメナガカメムシ  Geocoris varius 

カメムシ目  ヨコヅナサシガメ（幼虫）  Agriosphodrus dohrni 

カメムシ目  ホオズキカメムシ（成虫）  Acanthocoris sordidus 

アミメカゲロウ目  カオマダラクサカゲロウ（幼虫）  Mallada desjardinsi 

コウチュウ目  コアオハナムグリ  Oxycetonia jucunda 

コウチュウ目  ナミテントウ（幼虫）  Harmonia axyridis 

コウチュウ目  ダンダラテントウ  Cheilomenes sexmaculatus 

コウチュウ目  アズキゾウムシ  Callosobruchus chinensis 

チョウ目    アメリカシロヒトリ（幼虫）  Hyphantria cunea 

チョウ目   キクキンウワバ（幼虫）  Thysanoplusia intermixta 

チョウ目   ハスモンヨトウ（幼虫）  Spodoptera litura 

ハチ目  トラマルハナバチ  Bombus diversus diversus 

ハチ目  コマルハナバチ  Bombus ardens ardens 

ハチ目  クロマルハナバチ  Bombus ignitus 

ハチ目  セイヨウミツバチ  Apis florea 

ハチ目  ニホンミツバチ  Apis cerana japonica 

ハチ目  トビイロシワアリ  Tetramorium tsushimae 

ハチ目  アミメアリ  Pristomyrmex punctatus 

ワラジムシ目  オカダンゴムシ  Armadillidium vulgare 
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植物体上の見取り調査において出現した種は、アブラムシ、アリ、クモ、アザミウマ、コナジ

ラミ、その他の 6 つのカテゴリー種に分類した。  

 

 
図(1)-1 圃場試験における各薬剤の配置  

 

 

 

 

 

 

図(1)−2 各プロット内におけるナス苗の配置と調査した苗の位置  

 

その他を除く各カテゴリー種の出現個体数が農薬から影響を受けるかどうかを調べるため、階層ベイ

ズモデルを用いて統計モデリングを行った。ナス個体上の各種の個体数をポワソン分布によって表し



  

 

5-1407-6 

（式 4）、切片、薬剤の違い、調査者・調査週によるランダム効果を線形予測子の変数として設定した（式

5）。 

 (number) ～ Poisson (y) （式 4） 

log  (y) = beta0 + Σ (beta i*(pesticide i)) + ε researcher  + εweek  （式 5） 

number：個体数、pesticidei：薬剤の種類、εresearcher：調査者によるランダム効果、εweek：調査週

によるランダム効果、beta0, i：パラメータ 

各薬剤の係数はコントロールを基準値 0 とおいて計算した。95%信用区間に 0 が含まれるかどうかで

各薬剤がコントロールと比較して対象生物の出現確率が高いか低いかを判断した。各パラメータの事前

分布は無情報事前分布を設定した。 

スイーピング調査の結果では、同様の式に植物の被度の影響を考慮したモデルを用いて各薬

剤との相関の有無を判断した。ただし、スイーピング調査の解析では、バッファーゾーンにあ

る程度の植物が生育しはじめた 4 週目以降のデータを用いて解析を行った。  

２）農薬の残留分析：農薬の残留を調査するため、3m 四方の畑の縁から 0m, 1m の位置にあ

る土壌を深さ 5 cm で、1m, 2m の位置にある草本種（雑草）数種の植物体を各場所で採取した。

採取はナス定植後１，２，４，８週目に行った。採取した植物体、土壌について各薬剤の残留

分析を LC/MSMS を用いて行った。試料の調整方法、LC/MSMS の分析条件は下記のとおりで

ある。なお、検出限界値以下の値は 0.001µ に統一した。  

＜植物体試料の調整＞  

植物体試料を細断し、50 ml 遠心管に分取し重量を測定した。この植物体試料にアセ

トニトリル：水（90：10）の混液を 10 ml 加え、超音波槽にて 10 分間、往復振盪器に

て 180 rpm、10 分間振盪抽出を行った。抽出後、6,000rpm、10 分間遠心分離を行なっ

た。この抽出液を遠心ろ過ユニット（Millipore Ultrafree 0.20 μｍ）でろ過し分析用の

試験液とした。この試験液を用いて LC/MSMS にて測定を行った。  

＜土壌試料の調整＞  

採取した土壌試料をプラスチック製のバットに広げ、暗所にて風乾した。得られた乾

燥土壌を 10 g ずつ 50 ml 遠心管に分取した。この土壌試料にアセトニトリル：水（90：

10）の混液を 10 ml 加え、超音波槽にて 10 分間、往復振盪器にて 180 rpm、10 分間振

盪抽出を行った。抽出後、6,000rpm、10 分間遠心分離を行なった。この抽出液を遠心

ろ過ユニット（Millipore Ultrafree 0.20 μｍ）でろ過し分析用の試験液とした。この試

験液を用いて LC/MSMS にて測定を行った。  

＜分析機器と条件＞  

液体クロマトグラフタンデム型質量分析計（LC/MSMS：Watsrs Xevo-TQ 

カラム  ：GL Sciences InertSustain C18 HP 3μm 2.1×150 mm 

カラム温度  ：40℃  

移動相  ：メタノール：5ｍM 酢酸アンモニウム水溶液 混液（直線濃度勾配） 

移動相濃度条件  ：メタノール 5% → 18.75 %/min → 95% 

流速   ：0.5 ml/min 

試料注入量  ：1～50 µl 
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キャピラリー電圧  ：0.25 kV 

ソース温度  ：150℃  

脱溶媒温度  ：550℃  

 

（３）国内外におけるネオニコチノイド系殺虫剤の生態リスク評価・管理に関する情報収集・整

備  

欧州食品安全機関 EFSA のデータベース、および関連学術論文に基づき、生態リスク評価・

管理に関する各種情報収集および整理を行った。また、とくに訪花性昆虫類に対するリスク評

価手法開発を目的として欧米や、南米、インドにおけるネオニコチノイド農薬およびその他の

系統剤 29 剤の花粉・花蜜中の残留濃度調査事例を収集し、さらにミツバチおよびマルハナバチ

類の毒性試験データを US-EPA が管理する ECOTOX データベースからデータマイニングして、

得られたデータセットを用いてハチ類の暴露影響評価を行うとともに、残留農薬の蓄積による

生体リスクの評価を試みた。  

 

４．結果及び考察  

（１）室内毒性試験  

各薬剤について、最低限の反復が得られた種を用いて SSD を作成した（図(1)-3）。ネオニ

コチノイド系薬剤であるイミダクロプリド、クロチアニジン、チアメトキサム、アセタミプリ

ド、ジノテフラン、およびフェニルピラゾール系薬剤のフィプロニルは HD5 および HD50 共に

従来薬剤よりも概ね低い値を示しており（図(1)-4、(1)-5）、多くのネオニコチノイド系薬剤は

従来薬剤よりも毒性値が高いと言える。ただし、HD50 の差は HD5 の差よりも小さい傾向にあ

り、ネオニコチノイド系薬剤では SSD の傾きが緩やかであることを示している。従って、ネオ

ニコチノイド系薬剤は選択性が高く、大きく影響を受ける種と、まったく影響を受けない種に

分かれることが予測される。逆に従来の薬剤は取りうる LD50 のレンジも狭く（図(1)-6）、SSD

の傾きが比較的急であるため（図(1)-7）、濃度が高くなると影響を受ける種が急激に増加する

こととなる。すなわち、ネオニコチノイド系薬剤は、選択性をうまく利用して濃度を低く抑え

て使えば、従来薬剤よりも環境影響を低下させることも可能であると考えられる。  

ネオニコチノイド系薬剤やフェニルピラゾール系薬剤は、SSD の傾きが既存の有機リン剤、

カーバメート剤、合成ピレスロイド剤などに比べると小さいため（図(1)-7）、基準となる指標

種のみによるリスク評価では的確な評価が難しい可能性がある。また、浸透移行性を示す薬剤

のなかでもフェニルピラゾール系薬剤はネオニコチノイド系薬剤よりもさらに SSD が寝る傾

向があり（図(1)-8）、リスク評価はネオニコチノイドよりも難しいと考えられる。  

１）ハチ類に関する評価：近年ネオニコチノイド系薬剤による影響が特に懸念されるハチ類

について、図(1)-1 の SSD から、影響を受ける種の 20%以下にプロットされているものを取り

上げると、ニホンミツバチがイミダクロプリド、クロラントラニリプロール、ダイアジノン、

エトフェンプロックス、カルバリル、クロチアニジン、チアメトキサム、ジノテフラン、エチ

プロールで、セイヨウミツバチがエトフェンプロックス、エチプロールで特に感受性が高いこ

とがわかった。トラマルハナバチ、クロマルハナバチはいくつかのネオニコチノイド系薬剤に

ついて試験が行われたが、20%以下にプロットされることはなかった。ニホンミツバチは多く
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の薬剤の感受性が高いことがわかったが、特にネオニコチノイド系のみ高い訳ではなく、エト

フェンプロックスやカルバリルなどでも感受性が高いことが明らかとなった。  
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 クロラントラニリプロール  ダイアジノン  
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 ジメトエート  ジノテフラン  

 

 ニテンピラム  エチプロール  

 

図(1)-3 各薬剤における種の感受性分布（SSD）  
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HD5（log10） 

 

図(1)-4 各薬剤の HD5 の値（赤字はネオニコチノイド系および新規薬剤を示し、黒字は新規薬

剤を示す。）  

 

HD50（log10）  

 

図(1)-5 各薬剤の HD50 の値（赤字はネオニコチノイド系および新規薬剤を示し、黒字は新規

薬剤を示す。）  

 

２）各薬剤の殺虫スペクトルの違い：イミダクロプリド、フィプロニル、クロラントラニリ

プロール、ダイアジノン、エトフェンプロックス、カルバリルの薬剤についてのナミテントウ成

虫、ナミテントウ幼虫、ダンダラテントウ、アズキゾウムシ、ホオズキカメムシ、ホソハリカメ

ムシ、オンブバッタ、アメリカシロヒトリ幼虫、ハスモンヨトウ幼虫、オンブバッタ（オス）、

ニホンミツバチの LD50 値の逆数を用いて nMDS 法による序列化を行った（図(1)-9）。2 次元の

nMDS 平面に各薬剤と共試虫がプロットされた結果、第 1 軸はフィプロニルと強い相関が見られ、

カメムシ類、アリ類、オンブバッタ（オス）やオカダンゴムシの感受性が高いことが見受けられ

た。第 2 軸は正の方向にイミダクロプリド、負の方向にエトフェンプロックス、クロラントラニ

リプロールの相関が見られた。エトフェンプロックス、クロラントラニリプロールはチョウ目幼

虫の感受性が高いことが示唆された。ダイアジノン、カルバリルは第一平面方向に矢印が示され、

テントウムシ類の感受性が高いことが示された。  
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LD50 (log10) 

 

図(1)-6 各薬剤における LD50 のばらつき。ボックスの肩は第 1 第 3 四分位数、ボックス内の縦線

は中央値、エラーバーは最大値、最小値をそれぞれ示している。  

 

 

図(1)-7 従来薬剤(Conventional)とネオニコチノイド系薬剤およびフェニルピラゾール系薬剤の

SSD 
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図(1)-8 浸透移行性示すネオニコチノイド系薬剤(imidacloprid, clothianidin, thiamethoxam, 

acetamiprid, dinotefuran, nitenpyram)とフェニルピラゾール系薬剤(fipronil, ethiprole)の SSD 
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図(1)-9 nMDS 法による序列化の結果  

 

 

 

（２）圃場試験  

１）生物相調査：ナス株上の見取り調査の結果を用いた統計モデリングの結果、薬剤により

効果の程度は違うものの、各節足動物種の出現個体数への影響は概ね同様の傾向があることが明

らかとなった（表(1)-3）。害虫種に関しては、アブラムシ spp.、アザミウマ spp.、ウンカ・ヨコ

バイ spp.に対して 4 種の薬剤の切片すべてがコントロール区よりも低い 95%信用区間を持つこと

が示された。コントロールとの差の程度については種群によって違いが見られたが、この 3 つの

種群に対しては、イミダクロプリドでもっとも大きな負の相関が示された。イミダクロプリド、

クロチアニジン、フィプロニルの 3 剤はダイアジノンよりも農薬の薬剤濃度が 5-10 倍低いにも

関わらず、同等もしくはそれ以上の効果が現れていることから、その毒性の高さがうかがえる。

ハムシ spp.では、他の 3 薬剤が負の値を示すのに対し、フィプロニルのみが相関なしと判断され

た。フィプロニルは上述の急性毒性試験においても感受性の高低が 2 分されることが示されてい

るが、コウチュウ目は感受性が低いものが多く、ハムシ spp.に対しても効果を発揮しなかった可

能性が考えられる。ハダニ spp.、コナジラミ spp.に関しては、コントロール区よりもすべての薬

剤区で正の値が示された。ハダニはネオニコチノイド剤の影響下で増加することが先行研究にお

いても示されているが、その理由ははっきりとは示されていない。ハダニやコナジラミの天敵種、

あるいは競争種の減少などの生物的要因が関係しているものと考えられる。チョウ目幼虫 spp.

に関しては、急性毒性ではチョウ目幼虫の感受性が低かったイミダクロプリド、フィプロニルが

負の値を示した。チョウ目でも感受性の高い種と低い種がいる可能性もあり、今後さらなる検討

が必要である。捕食寄生者については、肉食カメムシに対してすべての薬剤が、アリに対してネ

オニコチノイド系 3 薬剤が負の影響を与えていた。これらの捕食者は株間の移動ができるだけの
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移動能力を持っているため、薬剤の直接的な致死効果ではなく、餌となるアブラムシやアザミウ

マの減少を介した間接効果であると考えられる。  

 

表(1)-3 各分類群のナス株上の個体数に影響を与えた薬剤の係数（中央値）  

    
分類群名 

薬     剤  
 

  
イミダクロプリ

ド 

クロチアニジ

ン 

フィプロニ

ル 

ダイアイジノ

ン 

応
答
変
数 

害
虫 

アブラムシ spp. -3.32 (a) -3.20 (a) -0.60 (b) -0.56 (b) 

アザミウマ spp. -1.65 (a) -0.97 (b) -1.43 (a) -0.28(c) 

ウンカ・ヨコバイ spp. -1.25 (a) -1.88 (a) -0.41 (c) -0.79 (b) 

ハダニ spp. 2.57 (c) 3.11 (d) 1.99 (b) 0.35 (a) 

コナジラミ spp. 0.62 (b) 1.22 (d) 1.01(c) 0.20 (a) 

ハムシ spp. -1.20     -1.64     n.s.   -0.54     

チョウ目幼虫 spp. -1.00     n.s.   -0.84     n.s.    

     

捕
食
寄
生
者 

肉食テントウムシ成虫

spp. 0.81     n.s.   n.s.   n.s.   

肉食カメムシ spp. -1.51     -1.01   -0.74     -0.75     

寄生蜂・寄生バエ spp. n.s.     n.s.   n.s.   n.s.   

徘徊性クモ spp. n.s.     n.s.   n.s.   n.s.   

造網性クモ spp. n.s.     n.s.   n.s.   n.s.   

アリ spp. -1.97 (a) -2.26 (a) -2.26 (a) 0.40 (b) 

数値はベイズモデルによる推定の係数（中央値）を表す。n.s.はコントロール区と 95%

信用区間が重なる係数を示す。()内のアルファベットの違いは 95%信用区間に重なりのな

い変数を表している。アルファベットは係数の値の低いものから順につけている。 

 

バッファーゾーンにおけるスイーピング結果を用いた統計モデリングでは、ナス株上の見取

り調査の結果とは違い、各節足動物種の出現個体数への影響は薬剤によって様々なパターンをと

ることがわかった（表(1)-4）。フィプロニルとダイアジノンは 3 つの分類群と負の相関があった

が、イミダクロプリドでは 1 つの分類群に留まり、クロチアニジンでは負の相関をとる分類群は

ひとつもなかった。イミダクロプリドとクロチアニジンはバッファーゾーンの植物における農薬

残留値が低い傾向にあり、ダイアジノンは高い傾向にあるため、これら 3 剤の結果については残

留値によってある程度の説明がなされうる。しかし、フィプロニルに関しては残留値が低いにも

関わらず、ダイアジノンと同様の 3 種で負の相関が見られることは特筆すべきことである。フィ

プロニルはアブラムシ spp.がとくに少ない傾向にあり、それが間接効果を介して他種に影響を与

えている可能性もある。急性毒性試験ではフィプロニルは選択性が高く、フィプロニルの感受性

の高い種はとくに LD50 が低い傾向にあることが示されている。この様な場合は非常に低い残留

値でも特定の種に大きな影響を与え、それを介してさらに他の種に影響を与える可能性が考えら

れる。  
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表(1)-4 各分類群のスイーピング時の個体数に影響を与えた薬剤の係数（中央値） 

 

    
分類群名 

薬     剤 
被度 

 
 

  
イミダクロプリ

ド 

クロチアニジ

ン 

フィプロニ

ル 

ダイアイジノ

ン  

       

応
答
変
数 

害
虫 

アブラムシ spp. -0.81 (b) 1.28 (c) -3.21 (a) n.s. (b) 0.028 

アザミウマ spp. n.s.(ab) 2.23 (c) 0.49 (b) -0.94 (a) 0.005 

ウンカ・ヨコバイ

spp. 0.57     n.s.   n.s.   n.s.   0.020 

草食性カメムシ

spp. n.s. (b) n.s. (ab) n.s. (ab) -1.47 (a) 0.008  
       

天
敵 

寄生蜂・寄生バエ

spp. n.s.    n.s.   n.s.   n.s.   0.018 

造網性クモ spp. n.s.(ab) 0.71(b)   -0.69(a) n.s.(a) 0.021 

アリ spp. n.s.(ab) 0.65(b) n.s.(ab)  -0.69(a) n. s.  

      
そ
の
他 

ハチ目 spp. 2.01(b)  n.s.(b)  -13.4(a)  n.s.(b) n. s. 

ハエ目 spp. 0.66(ab) 1.07(b)  0.47(a)    0.47(a)  0.007 

バッタ目 spp. 1.27     1.11     1.73     1.11   0.021  
 

 
             

数値はベイズモデルによる推定の係数（中央値）を表す。n.s.はコントロール区と 95%

信用区間が重なる係数を示す。()内のアルファベットの違いは 95%信用区間に重なりのな

い変数を表している。アルファベットは係数の値の低いものから順につけている。 

 

２）農薬の残留分析：土壌試料の残留分析の結果、イミダクロプリド、クロチアニジン、フ

ィプロニル、ダイアジノンのそれぞれが畑の 0m、1m 地点から検出された（図(1)-10）。フィプ

ロニルが 1 回目施用時に 1m 地点でまったく検出されなかったこと以外は季節や施用回数による

明らかな傾向の違いは見当たらなかった。ナス（図 (1)-11）、バッファーゾーンの植物（図(1)-12）

の残留分析でもそれぞれの薬剤の残留が検出されたが、雑草の残留値はナスの 100 分の 1 程度の

値であった。  
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図(1)-10 土壌中への残留  

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(1)-11 圃場内ナスへの残留  
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図(1)-12 バッファーゾーンから採取した植物体への残留  

 

 

（３）国内外におけるネオニコチノイド系殺虫剤の生態リスク評価・管理に関する情報収集・整

備  

 2010 年から 2016 年までのネオニコチノイド系農薬の昆虫類に対する生態リスク評価に

関する論文情報 36 件をレビューした。その結果、概要は以下のとおりである。  

 

・ ミツバチコロニーよりマルハナバチコロニーの方が低濃度の農薬で繁殖率に悪影響が

出ることが実験的に確かめられている 4, 9, 10)。このことから生態影響評価として野生ハ

ナバチ類の動態を調査する必要がある。  

・ オランダでは、イミダクロプリドの表層水濃度が高いエリアほど食虫性鳥類の個体群

成長率が低下しているという相関関係が示されている 3)。しかし、本論文では相関関

係のみ論じており、因果関係を証明するデータは一切示されていない。  

・ 養蜂群数の世界的統計を調査した結果、飼育ミツバチの群数（コロニー数）は増加傾

向にあり、ネオニコチノイド農薬が登場した以降も減少はしていない 11)など）  

・ 減少しているのは一部の欧米諸国のみ（オーストリア、ドイツ、スウェーデン、アメ

リカ合衆国）11 など） 

・ アメリカ合衆国においても、ミツバチ養蜂群数の減少は、ネオニコチノイド農薬登場

以前から続いており、ネオニコチノイド農薬との相関は認められない。  

・ 日本においてもセイヨウミツバチの養蜂群数はネオニコチノイド農薬が上市された以

降も増加している 12)。  
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・病原体や寄生性ダニの感染・寄生率と農薬の関係はミツバチを対象としたものがメイン

で、マルハナバチに関するものはわずか 3 本しか論文がなく、さらにネオニコチノイ

ド農薬に関する記述はなかった。  

・ミツバチで論じられるネオニコチノイド農薬の病原体・ダニ類の感染・寄生率に対する

影響メカニズムは、免疫機能の不全によるものであり、特に殺菌剤や殺ダニ剤とネオ

ニコチノイド農薬の共力作用（Synergism）が感染・寄生率を上昇させることが報告さ

れている。  

・マルハナバチの感染症・寄生生物と農薬の関係を調査する上で、ネオニコチノイド農薬

だけではなく、殺菌剤・殺ダニ剤等、他系統農薬の複合影響についても検討が必要と

考えられる（図(1)-13） 

 

 

図(1)-13 ハナバチにおける農薬と感染症の関係概念図  

 

 

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

1） 室内毒性試験結果をもとに描いた種の感受性分布を見ると、ネオニコチノイド系薬剤は選

択性が高く、大きく影響を受ける昆虫種と、ほとんど影響を受けない昆虫種に分かれる傾

向がある。  
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2） 圃場試験における残留分析の結果、圃場周辺土壌中や周辺雑草中にネオニコチノイド系薬

剤が残留していることが明らかとなった。さらに、連続使用によりその濃度が上昇する傾

向も明らかになった。  

 

（２）環境政策への貢献  

特に記載すべき事項はない。  

 

＜行政が既に活用した成果＞  

特に記載すべき事項はない。  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞  

 種の感受性分布解析の結果、ネオニコチノイド系およびフェニルピラゾール系農薬は、従来の

農薬に比べて感受性幅が広く、影響を受けやすい種と受けにくい種が存在した。したがって、既

存の指標種のみによらないリスク評価法の検討が望まれる。  

 

６．国際共同研究等の状況  

 特に記載すべき事項はない。  

 

７．研究成果の発表状況  

（１）誌上発表  

＜論文（査読あり）＞  

 特に記載すべき事項はない。  

 

 ＜その他誌上発表（査読なし）＞  

 特に記載すべき事項はない。  

 

（２）口頭発表（学会等）  

1)  相澤章仁・野村昌史・中牟田潔（2015 年 3 月）陸域昆虫類におけるネオニコチノイド系

農薬感受性の種間差 . （小集会「ネオニコチノイド農薬の陸域昆虫類に対する影響の評価」）、 

第 59 回日本応用動物昆虫学会大会、  山形大学小白川キャンパス  

2)相澤章仁，野村昌史，中牟田潔  (2016) 陸域昆虫類のネオニコチノイド系薬剤に対する感受

性の種間差にについて、日本昆虫学会第 76 回大会・第 60 回日本応用動物昆虫学会大会合

同大会. 堺. （小集会「ネオニコチノイド農薬による生態影響〜何が、どこまで分かった

のか？」 [W142] 
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（３）知的財産権  

 特に記載すべき事項はない。  
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（４）「国民との科学・技術対話」の実施  

   特に記載すべき事項はない。  

 

（５）マスコミ等への公表・報道等  

   特に記載すべき事項はない。  

 

（６）その他  

    特に記載すべき事項はない。  
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（２）マルハナバチ類に対する影響評価  

 

国立研究開発法人国立環境研究所  

生物・生態系環境研究センター       五箇 公一  

環境リスク・健康研究センター            林 岳彦  

             

   平成 26(開始年度)～28 年度累計予算額：31,405 千円（うち平成 28 年度：9,499 千円） 

 

［要旨］  

 近年、ネオニコチノイド系殺虫剤を代表とする浸透移行型殺虫剤による野生ハナバチ類に対す

る生態系影響が大きな環境問題として注目を集めている。我が国でも野生マルハナバチ個体群が

全国的に減少傾向にあるとされるが、農薬との関係は不明である。そこで本課題では、まず、在

来野生マルハナバチのネオニコチノイド農薬および他系統殺虫剤の急性毒性値を調査した。その

結果、いずれのネオニコチノイド系殺虫剤も在来マルハナバチのワーカーに対してセイヨウミツ

バチと同等の低い急性毒性値を示したが、従来の有機リン系殺虫剤およびピレスロイド系殺虫剤

の急性毒性値と比較して、極端に低いということはなく、むしろピレスロイド剤の方が、急性毒

性が強いことが示された。次に、室内飼育のミニ・コロニー（ワーカーのみで形成したコロニー）

を用いて、ワーカーに経皮（200ppb 水溶液）・経口(20ppb ショ糖液)でイミダクロプリドあるい

はクロチアニジンを投与した場合、経皮投与ではコロニー生産に影響は出なかったが、経口投与

ではわずか 20ppb でもコロニー生産に有害な影響が生じることが示された。続いて、ビニルハウ

ス内で商品コロニーを用いて、花粉を介したイミダクロプリド暴露影響を試験した結果、20〜

200ppb の花粉中濃度でコロニー生産に悪影響が生じることが示された。国内外の植物の花粉中

濃度測定データを収集して分析した結果、野外では花粉中に 10〜100ppb の濃度で検出されるこ

とが示されたことから野外環境中における暴露影響は農薬残留花粉の持ち帰り量で決まるもの

と推定された。国内の野生マルハナバチ類の地理的分布情報を整備し、農薬使用量の地理的デー

タと統合して解析した結果、ネオニコチノイド農薬使用量はむしろマルハナバチ出現頻度に対し

て正の寄与率を示した。以上の結果から、今後、野外におけるマルハナバチ分布規定要因を詳細

に分析するとともに、農薬の曝露実態を調査して、上記の試験結果と統合して、生態影響を評価

する必要があると結論された。  

 

［キーワード］    

セイヨウオオマルハナバチ、クロマルハナバチ、トラマルハナバチ、イミダクロプリド、クロ

チアニジン、急性毒性、コロニー、花粉、分布情報、寄生生物  

 

 

１．はじめに  

近年、ネオニコチノイド系殺虫剤を代表とする浸透移行型殺虫剤による野生ハナバチ類に対す

る生態系影響が大きな環境問題として注目を集めている。北米では 1970 年代と比較して、2000
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年代におけるマルハナバチ類の多様性が著しく低下しており、絶滅した個体群も複数存在すると

報告されている。原因の一つに農薬も疑われている 1）2）。  

特にマルハナバチ類は、農耕地周辺でネズミ等の哺乳類がつくる土壌中の巣穴を利用して営巣

することが知られており、農耕作物の花粉媒介にも貢献する分、浸透移行性殺虫剤が残留した花

粉の曝露も受けやすいことが懸念される。3）  

一方で、これまで世界的にもマルハナバチに対するネオニコチノイド農薬の生態リスク評価は

進んでおらず、限られた試験データしか報告されていない。ワーカー（働き蜂成虫）に対する急

性毒性試験の結果から、ネオニコチノイド系農薬およびフィプロニルはすべて、マルハナバチ類

に対して高い毒性を示すことが報告されているが 4）5）6）7）8）9）、この毒性値はワーカー

が直接ネオニコに曝露した際のリスク評価にしか反映されない。マルハナバチ類の適応度は、コ

ロニーにおける次世代生殖虫（新女王・オス）の生存率で評価されるべきであり、農薬による生

態リスクのエンドポイントも、コロニーの新女王・オスの生産数となる（図 (2)-1）。  

これまでに、セイヨウオオマルハナバチ Bombus terrstris の室内ミニ・コロニー試験では 6〜

36ppb のネオニコチノイド農薬を投与しても影響が見られない 10）11）という報告の一方、1ppb

で増殖に影響がでるという報告もある 12）。また、イミダクロプリドやチアメトキサムの環境

中暴露の予測濃度をセイヨウオオマルハナバチに投与することでコロニー成長および飛翔行動

に異常が生じるとする報告がある 13）14）15）。いずれの試験も、次世代繁殖虫の生産までは

評価できておらず、個体群動態に及ぼす影響は不明とされる。  

日本国内においてもマルハナバチ類減少が懸念されているが、具体的な個体群動態データは乏

しく、農薬による生態リスク評価も進んでいない。  

 

  

 

図(2)-1．マルハナバチの農薬影響エンドポイントの考え方 

 

 

２．研究開発目的  

 本課題ではネオニコチノイド農薬によるマルハナバチ類に対する生態リスク評価を行うとと

もにマルハナバチ類の分布実態と農薬との関係を明らかにする。マルハナバチ類のワーカー個体

による室内急性毒性試験を行い、感受性変異を調査する。飼育コロニーを用いて室内およびハウ
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スレベルでコロニー成長・次世代生産数を評価ポイントとして、花粉や花蜜を介した農薬のコロ

ニー影響試験を行う。各ハナバチ類の寄生生物相を調査して、病原体の分離を行うとともに、PCR

診断による病原特定方法を開発する。また各ハナバチ野生個体群の分布情報を収集しデータベー

ス化して、農薬使用量との関係を調べる。  

 

３．研究開発方法  

（１）野生マルハナバチ類急性毒性試験 

 １）接触毒性試験：トラマルハナバチおよびコマルハナバチの供試虫は野外で採集した働きバ

チを、クロマルハナバチの供試虫はナチュポール®・ブラックもしくはミニポール・ブラック（ア

リスタライフサイエンス）の働きバチを用いた。供試虫は処理日の 3 日前までに採集・個別飼育

し、試験開始まで試験期間と同じ条件で管理し馴化した。試験区として、等比級数的に少なくと

も 5 薬量区、被験物質を含まない無処理対照区、及び少なくとも 3 薬量の基準物質（ジメトエー

ト等）区を設けた。1 区 3 頭以上（3 反復以上）で実施した。暴露方法及び飼育方法として、被

験物質はアセトンに溶解し、供試虫の胸部背面に被験物質を一頭当たり 5 µL 局所施用した。飼

育管理は 25℃±2℃、湿度 50～70%RH 程度、暗黒条件でおこなった。暴露開始 4、24、48、72、

および 96 時間後に生存、死亡及び異常の各個体数を記録した。暴露を開始して 4 時間後から 24

時間おきに、1 mL の 50%(w/v)ショ糖溶液を入れたチューブを餌として与えた。  

 ２）経口毒性試験：供試虫は接触毒性試験と同様である。投与前 4 時間は絶食させた。試験区

として、等比級数的に少なくとも 5 薬量区、被験物質を含まない無処理対照区及び少なくとも 3

薬量の基準物質（ジメトエート等）区を設けた。1 区 3 頭以上（3 反復以上）で実施した。暴露

方法及び飼育方法として、被験物質を 50%（W/V）ショ糖溶液に溶解又は分散し、供試虫 1 頭当

たり 150 µL を原則として 4 時間給餌した。その後の飼育管理、及び影響判定は接触毒性試験と

同様である。  

 

（２）ミニコロニーを用いた生殖影響試験 

 １）経皮毒性試験：セイヨウオオマルハナバチ市販コロニーより、女王蜂および蛹室を取り除

き、ワーカーも 20 匹のみ残して、他個体はすべて除去したミニコロニーを作成した。24 時間室

内環境に順化後、ワーカー10 匹を取り出し、クロチアニジンもしくはイミダクロプリド 0.2ppm

（200ppb）アセトン溶液を散布して、風乾後、巣に戻した。この 200ppb という濃度は、野外の

花蜜・花粉の残留濃度の 10〜100 倍の大きさにあたる。対象区として農薬処理をしていない無処

理区を設定した。薬剤処理後、３週間巣を室内飼育して、その後、巣を解体して巣内のカースト

構造および個体数を計測した。  

 ２）経口毒性試験：透明なプラスチックケースに、蛹繭を台座として設置して、セイヨウオオ

マルハナバチ・ワーカーを 5 匹入れて、ワーカー産卵を誘導してミニコロニーを生産させた（図

(2)-2）。ミニコロニー生産開始１W 後からイミダクロプリド 1ppb および 10ppb を含有したショ

糖液を与え、巣の成長および次世代の羽化数を計測した。  
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図(2)-2．マルハナバチのワーカーのみによるミニコロニー飼育風景  

 

（３）ハウス内コロニーレベル生殖影響試験 

 アリスタライフサイエンス社製の乾燥花粉にイミダクロプリドのアセトン溶液を定量吸収さ

せ、ミキサー粉砕によって濃度を均一化した花粉ベイトを作成した。花粉中濃度 200ppb および

20ppb に調整した。  

 国立環境研究所内ガラス室内（高さ 2.5 m×幅 8 m×8 m）を 2 式設営し、ワーカー数を 30 匹

に統一したクロマルハナバチ市販コロニーを 1 コロニーずつ設置した（図(2)-3）。設置後 1 日後

より毎日朝 9 時にベイト花粉（無処理区は無農薬花粉）を 9g 設置し、夕方 17 時に回収して、花

粉重量を計測することでマルハナバチの花粉回収量を算出した。またハウス内で落下している死

亡個体を回収して個体数を計測した。1 ヶ月間、ハウス内飼育を行ったあと、巣を回収・解体し

て巣内の齢構成を調べた。これらのデータを無処理花粉区と薬剤処理花粉区の間で比較すること

で、イミダクロプリドの生殖影響を調査した。  

 

図(2)-3．ハウス内マルハナバチのコロニー毒性試験風景  
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（４）マルハナバチ分布実態調査 

 全国の在来および外来マルハナバチの分布情報を収集するとともに、全国のネオニコチノイド

系農薬の使用量の情報を収集し、マルハナバチの分布と土地利用、気候条件、そして農薬の使用

量との相関関係を解析した。マルハナバチの分布情報はマルハナバチ全国調査のデータ（東北大

学，河田雅圭教授，大野ゆかり研究員）を使用した。農薬使用量の情報は化学物質データベース

（Webkis-plus, 国立環境研究所）内の農薬データベースおよび谷地ら（2016, 日本農薬学会誌  

41:1‒10）のデータを、気候データは WorldClim を（http://www.worldclim.org/）、土地利用デー

タは高解像度土地利用土地被覆図（http://www.eorc.jaxa.jp/ALOS/lulc/lulc_jindex_v1402.htm）を使

用した。まずマルハナバチの分布に対して気候、土地利用、ネオニコチノイド系農薬使用が与え

る影響を Maxent モデルによる解析を行い、生息適地推定を行った。これらの解析と同時に、一

般化線形モデル（GLM）による解析を行い、同様に農薬の使用量の影響を調べた。  

 

（５）野生マルハナバチにおける病原寄生生物の感染状況調査 

 １）微胞子虫調査：2014 年度は、北海道上川郡美瑛町にてセイヨウオオマルハナバチおよび

在来マルハナバチの採集を行った。対照調査区として、セイヨウオオマルハナバチが野生化して

いない東京都八王子市東京薬科大学キャンパスおよび長野県南佐久郡川上村において在来マル

ハナバチを採集した。2015 年度は北海道標津郡中標津町および北海道網走郡大空町にてセイヨ

ウオオマルハナバチおよび在来マルハナバチの採集を行った。対照調査区として、セイヨウオオ

マルハナバチが野生化していない長野県南佐久郡川上村および山梨県富士吉田市において在来

マルハナバチを採集した。採集したサンプルは、顕微鏡下で胞子を観察するとともに PCR 診断

により、Nosema bombi の有病率を求めた。また N. bombi が検出されたサンプルについては、ダ

イレクトシークエンス解析を行った。  

 ２）ポリプダニ調査：北海道全域より在来種エゾオオマルハナバチおよびトラマルハナバチ、

および外来種セイヨウオオマルハナバチのワーカー個体を採集し、国立環境研究所の冷凍庫にて

保管した。保管したサンプルを順次解剖し、胸部および腹腔内に寄生するダニ Locustacarus 

buchneri の成体、幼体、卵の有無を観察した。さらに目視で確認がされなかった個体については、

胸部・腹部を 1.5mL エッペンドルフ・チューブ内でホモジェナイズして Goka et al.(2000)の方法

に準じて DNA を抽出し、L. buchneri 特異的プライマーを用いてミトコンドリア DNA チトクロー

ム C オキシダーゼ遺伝子領域を増幅して、増幅産物の有無によって、寄生を判定した。  

 

（６）国外におけるマルハナバチ類生態影響情報収集整備 

 マルハナバチに対するネオニコチノイド農薬生態影響の関連文献を検索・収集し、整理した。 

 

４．結果及び考察  

（１）野生マルハナバチ類急性毒性試験 

 いずれの薬剤も、接触・経口ともにセイヨウミツバチとほぼ同等の毒性を示し、また時間経過

とともに、毒性発現が強くなっていることが示された。急性毒性値には、顕著な種間差は認めら

れなかったが、急性経口毒性で、イミダクロプリドがトラマルハナバチに対して遅効的であるこ
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とが示された（表（2）—1）。以上の結果から、ネオニコチノイド系農薬は在来種マルハナバチ

類成虫に対しても強い急性毒性を有することが明らかとなった。  

 

 

表(2)-1．トラマルハナバチ、及びクロマルハナバチの急性経皮・経口毒性試験から算出した LD50。

上段：48 時間後、下段：72 時間後の値。薬剤名の下の括弧の数値はセイヨウミツバチ LD50（48

時間後）の値。単位はすべて µg/bee。 

   

 

 一方、代表的な有機リン剤およびピレスロイド剤のマルハナバチに対する急性経皮毒性データ

を文献調査により整理すると、急性毒性値（LD50）はネオニコチノイド農薬とこれらの既存剤

の間で大きく異なるものではなく、むしろピレスロイド剤の方が、急性毒性が高いものが含まれ

ることが示された（表（2）—2）。  

 

表（2）—2．セイヨウオオマルハナバチに対する有機リン剤およびピレスロイド剤の経皮 LD50 値 

 

 

（２）ミニコロニーを用いた生殖影響試験 

１）経皮毒性試験：クロチアニジンおよびイミダクロプリドのミニコロニー毒性試験をそれ

ぞれ２回繰り返しで行った。薬剤処理後、３週目の巣内構造を薬剤処理区および無処理区間で比

較した結果、ワーカー数、蛹数、幼虫数など各ステージの個体数に、薬剤処理による有意な減少

は２回の試験とも認めることができなかったが、２回の試験とも、全体の個体数は処理区の方が

大きくなる傾向が示された（図(2)-4、および(2)-5）。この結果から、野外における暴露濃度より

も遥かに高い濃度のクロチアニジンにワーカーが暴露しても、巣の崩壊が起こるほど顕著なコロ

ニー毒性が生じることはないと考えられた。ただし、ミニコロニーでは女王が除去されているた
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め、卵や幼虫の増加はワーカー産卵によるものであるが、ネオニコチノイド農薬の低濃度暴露が

産卵にかかる生理作用に影響を及ぼしていることも示唆された。  

 

 

図(2)-4．クロチアニジン処理したミニコロニーの３週後の巣内ステージ別個体数（１回目と２

回目） 

 

   

 

図(2)-5．イミダクロプリド処理したミニコロニーの３週後の巣内ステージ別個体数（１回目と

２回目） 

 

 ２）経口毒性試験：イミダクロプリド１ppb ショ糖水ではワーカー死亡数および幼虫死亡数は

Control 区と同じ動態を示したが羽化数は control 区よりも有意に少なかった。一方 10ppb 処理区

はワーカー死亡数、幼虫死亡数は control 区および 1ppb 処理区のいずれよりも大きく、羽化数も

有意に小さく、ほぼ全個体が羽化に失敗した（図 (2)-6）。これらの結果から、10ppb のイミダク

ロプリドをワーカーに経口投与するとコロニーが崩壊することが示された。  
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図(2)-6．ミニコロニー毒性試験によるコロニー内ワーカー数、幼虫累積死亡数、卵室数、累積

羽化数の動態 

 

（３）ハウス内コロニーレベル生殖影響試験 

 2015 年度の試験では、イミダクロプリド 200ppb 処理区では、無処理区と比較して花粉消費量

が極端に低下しており、１ヶ月間の消費量は無処理区が 56.3g に対して処理区は 28.3g に半減し

ていた。また１ヶ月後の巣内構造を調査した結果、処理区では卵室数がゼロになっており、新女

王およびオスが生産されていないことが示された。  

 イミダクロプリド 20ppb（環境中実濃度）処理区では、花粉消費量は、無処理区との間に有為

な差はなかった。１ヶ月後の巣内構造においても、処理区・無処理区間で顕著な卵室数、および

新女王・オス数の減少は認められなかった。ただし、イミダ 20ppb 処理区においては死亡卵が有

意に増加するとともに巣内の総個体数が増加している傾向が示された（図 (2)-7 および(2)-8）。  
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図(2)-7．イミダクロプリド 200ppb（上）および 20ppb（下）花粉処理区、および無処理区の花

粉消費量の日変化 

 

  

図(2)-8．イミダクロプリド 200ppb（左）および 20ppb（右）花粉処理区、および無処理区の巣

内構造 
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 2016 年度試験では、40 日間の試験中にハウス内（コロニー外）にみられる個体数を計測した

結果、イミダクロプリド 200ppb 処理区とコントロール区との間でワーカー数に大きな差はみら

れなかった（図(2)-9）。しかしイミダクロプリド 200ppb 試験の 1 回目および 2 回目のコントロ

ール区でオスと新女王が出現した一方、イミダクロプリド処理区ではどちらも出現しなかった。

3 回目の試験ではイミダクロプリド処理区、コントロール区いずれでもオス個体が出現し、オス

個体数はコントロール区のほうが多かった。またこの試験ではイミダクロプリド処理区で新女王

が少数出現した一方、コントロール区では新女王が出現しなかった。3 回目の試験結果が 1，2

回目の試験結果と異なるのは、本来のクロマルハナバチの活動期ではない 9 月終旬に開始したこ

と、気温が低かったこと、などが考えられた。したがって本来の活動時期である 1，2 回目のイ

ミダクロプリド処理区でオスと新女王がでなかったのはイミダクロプリドによる影響が強く作

用したためと考えられる。  

 イミダクロプリド 20ppb 含有花粉を与えた試験でも、ワーカー数に大きな違いはみられなかっ

た（図(2)-10）。オス成虫はコントロール区でのみ出現し、新女王はいずれの処理区でも出現し

なかった。コントロール区で新女王が出現しなかったのは夏の高温のためと考えられた。  

 

図(2)-9．クロマルハナバチにイミダクロプリド 200ppb 含有花粉を与えたときのハウス内（コロ

ニー外）の個体数の推移。 
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図(2)-10．クロマルハナバチにイミダクロプリド 20ppb 含有花粉を与えた時のハウス内（コロニ

ー外）の個体数の推移 

 

 花粉消費量をイミダクロプリド 200ppb 処理区とコントロール区で比較したところ、あまり大

きな違いはみられなかった（図(2)-11）。しかし 1 回目および 3 回目の試験では花粉の総消費量

はイミダクロプリド処理区でより少なかった。この結果は昨年の結果と矛盾しない。しかし 2 回

目の試験では花粉の消費量はイミダクロプリド処理区でむしろ多かった。2 回目の試験ではイミ

ダクロプリド含有花粉を試験開始後 2 週間後から与え始めたため、その影響によるものと考えら

れた。一方イミダクロプリド 20ppb 処理区とコントロール区では花粉消費量に違いはみられなか

った。  

 

図(2)-11．クロマルハナバチにイミダクロプリド 200ppb および 20ppb 含有花粉を与えた時の花

粉消費量の推移．赤矢印はイミダクロプリド含有花粉の途中導入日を示す。 

 

 40 日観察後にコロニーを解体して内部を調べた結果、イミダクロプリド 200ppb 処理区ではい

ずれの試験でもコントロール区に比べて生存している総個体数が少なかった（図 (2)-12）。カー

ストや生育ステージ別にみると、イミダクロプリド処理区ではコントロール区に比べて生存する

幼虫数が少なかった。特に 2 回目、3 回目の試験では生存幼虫がいなかった。一方、イミダクロ

プリド 20ppb 処理区では、生存総個体数および生存幼虫数ともにあまり違いはみられなかった。

これらの結果から、イミダクロプリド 200ppb 含有花粉はコロニーの総個体数を減らし、特に花

粉を多く摂取する幼虫期の死亡率を上昇させることが示唆された。  
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図(2)-12．クロマルハナバチにイミダクロプリド 200ppb 含有花粉を与えた時の花粉消費量の

推移 

 

以上の結果から、マルハナバチのコロニー生産、特に次世代繁殖虫である新女王の生産に影響が

出るイミダクロプリド花粉中濃度閾値は 20〜200ppb の間にあると示唆された。  

 

（４）マルハナバチ分布実態調査 

 解析に用いたマルハナバチの分布情報は在来マルハナバチ 10 種および外来マルハナバチ 1 種

（セイヨウオオマルハナバチ）であった。在来マルハナバチのうち、コマルハナバチ Bombus 

ardens ardens はエゾコマルハナバチ B. a. sakagamii およびツシママルハナバチ B. a. tsushimanus

を含む。ヒメマルハナバチ B. beaticola beaticola はアイヌヒメマルハナバチ B. b. moshkarareppus

を含む。トラマルハナバチ B. diversus diversus エゾトラマルハナバチ B. d. tersatus を含む。ミヤ

ママルハナバチ B. honshuensis honshuensis はエゾミヤママルハナバチ B. h. tkalcui を含む。オオマ

ルハナバチ B. hypocrita hypocrita はエゾオオマルハナバチ B. h. sapporoensis を含む。マルハナバ

チの写真が撮影された位置情報を分布情報として用いた。解析に用いた総地点数は 1881 地点で

あった。地図上にプロットすると図(2)-13 のようになる。ほぼ全国的に観察記録が得られている

ものの、地域的な偏りがあり、たとえば東日本に比べて西日本で観察地点数が少ない。また札幌、

仙台、長野等に観察地点が集中していることがみてとれた。ハイイロマルハナバチ B. 

deuteronymus とニセハイイロマルハナバチ B. pseudobaicalensis は写真では区別できないためこれ

らを 1 種として扱った。  

谷地ら（2016）の県別目的別農薬使用量から 1995 年から 2010 年まで 5 年おきのネオニコチ

ノイド系農薬（フィプロニル含む）を抽出し、それらの総使用量の年あたり平均値を地図に示す

と図(2)-14（左）のようになる。次に各県の農地面積と農薬使途対象を考慮し、農地 1km
2 当たり

の農薬使用量に変換して示すと図(2)-14（右）のようになる。県全体の農薬使用量では北海道が

最大であり、面積あたり農薬使用量では、和歌山、愛媛、熊本県、静岡県が上位となった。  
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図(2)-13．マルハナバチの分布情報のプロット 

 

 

 

図(2)-14．ネオニコチノイド系農薬の県別総使用量の年あたり平均値（ t×kL，左）、およびそ

の農地あたり使用量（ t×kL/km
2，右）  
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県別目的別ネオニコ使用量（水田、畑、箱施用、空中散布）を 3 次メッシュ（単位グリッド：

1km×1km）にみられる農地分布（水田・畑）の比率に応じて分配したところ、日本全国の農薬

使用量の推定分布がプロットできた（図(2)-15）。この図から、農薬使用量が多い地域は、静岡

県、和歌山県、愛媛県、熊本県の沿岸部であることが示された。  

 

 

図(2)-15．3 次メッシュの農地情報を考慮したネオニコチノイド系農薬の使用量（PU/1km2） 

 

次に、このようにして得た農薬使用量の情報を説明変数として、Maxent モデルを用いてマルハ

ナバチの生息適地推定（出現確率）を行った。いずれの種もモデル評価の指標である Area Under 

the Curve（AUC）の値は高かった（図(2)-16）。すなわち農薬使用量を含む説明変数によってマ

ルハナバチの分布情報がよく説明された。しかもこれらの結果はそれぞれのマルハナバチ種の実

際の分布域にも近い。ただし部分的に実際の分布域との乖離もみられる。たとえばクロマルハナ

バチ（B. ignitus）の実際の分布域は推定された分布域よりもはるかに広い。セイヨウオオマルハ

ナバチ（B. terrestris）は東京都周辺で出現確率がやや高まるが、実際には分布しない。主な要因

は、観察情報の偏りや農薬使用量の推定方法等が考えられた。  
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図(2)-16．マルハナバチ類の Maxent モデルの結果 

 

 Maxent モデルから得られた結果のうち、農薬使用量に対する出現確率の反応曲線を検討した

（図(2)-17）。各説明変数の寄与率を分析した結果、多くのマルハナバチ類において単位面積当

たりの農薬使用量の寄与率が高く（11 種中 7 種でもっとも重要な説明変数）、マルハナバチの

出現確率は県別農地あたり農薬使用量に対して概ね正の相関がある事が判明した。すなわち農薬

使用量が多いほど、出現確率が上昇した。一部の種（ハイイロマルハナバチ B. d-p・アカマルハ

ナバチ B. hyponorum）では負の相関がみられたが、これらの種の農薬使用量の寄与率は低く (ハ

イイロ 13.0% アカマル 8.4% )、またこれらの種の観測データ数も限られていた（n= 15、 n = 14）。

セイヨウオオマルハナバチでは出現確率に対する農薬使用量の寄与率はほとんど検出されなか

った。  
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図(2)-17．マルハナバチ出現確率に対する県別単位面積当たりの農薬使用量の影響（寄与率：図

中の％）と反応曲線 

 

 それぞれのグリッドにおける出現確率を目的変数とし、説明変数を独立とした一般化線形モデ

ル（GLM）による解析を行った（図(2)-18）。その結果、農薬使用量が出現確率に有意な負の影

響を与えていると判断できる種は 100km
2 メッシュにおけるオオマルハナバチ B. hypocrita のみだ

った（p < 0.05）。一方、農薬使用量が出現確率に有意な正の影響を与えていると判断できる種

は、1km
2、10km

2 メッシュにおけるクロマルハナバチのみであった（p < 0.05）。ほかのいずれの

種、いずれのグリッド単位でも農薬使用量による正あるいは負の影響は検出されなかった。すな

わち、マルハナバチ類の分布に対する農薬使用の負の影響はほとんどみられなかった。この結果

は、Maxent モデルによる結果と矛盾しない。  
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図(2)-18．各要因がマルハナバチ類の出現確率に与える効果の GLM による解析結果 

バーの色は単位グリッドの大きさに応じて異なる（青：1km2、緑：10km2、赤：100km2） 

 

以上の結果から、県別農地あたりの農薬使用量が増えるほど、多くのマルハナバチ種の出現確率

が高くなることがわかった。しかしこの結果は当然のことながら、農薬の使用によってマルハナ

バチが増加することを示していない。むしろ、多くのマルハナバチが農地周辺を好適な生息地と

して利用した結果、農薬使用量との間に正の相関がみられたと考えられる。実際のところ、正の

相関がみられた種はいずれも農耕地周辺の草地植生を主な生息地としており、一方、負の相関が

みられた 3 種はいずれも山地等の自然植生に生息する。したがって今回の結果は少なくとも、ネ

オニコチノイド系農薬の使用によるマルハナバチの野外分布への負の影響は検出されなかった

といえる。ただし、マルハナバチに対するネオニコチノイド系農薬の影響を結論するには不十分

であり、今後、農地面積の影響を除いた解析等が必要である。  

 

（５）野生マルハナバチにおける病原寄生生物の感染状況調査 

 １）微胞子虫調査：PCR 診断による北海道における N. bombi 有病率は、セイヨウオオマルハ

ナバチで低かったのに対して、エゾオオマルハナバチでは 6.1～12.5%であった（表(2)-3）。また、

エゾトラマルハナバチからも N. bombi が検出された。一方、長野県ではトラマルハナバチで N. 
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bombi 有病率が非常に高く、ミヤママルハナバチも高い傾向があった。PCR 診断で N. bombi 陽性

マルハナバチ 25 個体中 10 個体で、検鏡による Nosema spp.胞子が確認された。  

 塩基配列解析の結果、エゾオオマルハナバチから検出された N. bombi は、ヨーロッパ系統に属

することが明らかになった（図(2)-19）。一方、エゾトラマルハナバチ、トラマルハナバチ、ミ

ヤママルハナバチの 3種から検出された N. bombiは、アジア系統に属することが明らかになった。 

以上の結果から、北海道には外来種由来のノゼマ病原虫が、本州には在来のノゼマ原虫が分布し

ていると考えられ、感染率に地理的変異があることが示された。  

 今回得られた有病率と上記の【マルハナバチの分布実態調査】で得られた農薬使用量データを

照合したが、データ数が十分でないため、有意な関係性を検出することはできなかったが、今後、

この N. bombi の有病率動態と農薬使用量の変動を調査することで、病原体と農薬との関係に付い

て情報が得られると期待された。  

 

表(2)-3. 調査地点で採集したマルハナバチ各種における N. bombi 有病率 
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図(2)-19. 系統解析結果 

16S rRNA 領域 304 塩基対を用いた北海道および本州産マルハナバチから検出された N. bimbi

の最尤法による系統解析を行った。ブートラップ値（1,000 反復）を示す。個体番号は、それ

ぞれ BhsM=エゾオオマルハナバチのワーカー、BhsQ=エゾオオマルハナバチの女王、BdtW=エゾ

トラマルハナバチのワーカー、BddW=トラマルハナバチのワーカー、BhW=ミヤママルハナバチ

のワーカーを示す。外群として、N. apis および N. ceranae を用いた。 

 

 ２）ポリプダニ調査：北海道各地より収集したエゾオオマルハナバチ、トラマルハナバチおよ

びセイヨウオオマルハナバチ（外来種）のワーカー個体における Locustacarus buchneri の感染率

を解剖および DNA 検査によって調査した。その結果、エゾオオマルハナバチおよびセイヨウオ

オマルハナバチから寄生が認められた（図(2)-20）。特にセイヨウオオマルハナバチについては

20％近い個体が寄生されていた。エゾオオマルハナバチについては、地点間で寄生率に変異が認

められた。一方、これら 2 種と同所的に生息するとされるトラマルハナバチについては全サンプ

ルで寄生率０％であった。エゾオオマルハナバチ個体群間における感染率の変異と農薬使用量の

関係については、サンプル数が小さいため統計的に有意な関係性は見られなかった。一方、農耕

地営巣性が強いエゾオオマルハナバチで寄生が認められ、森林内営巣性が強いトラマルハナバチ

で寄生が認められなかったという、寄生に係る種間差が、生態特性に起因する農薬暴露量の差と

関係がある可能性は今後、検証していく必要があると考えられた。  
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図(2)-20．エゾオオマルハナバチおよびセイヨウオオマルハナバチ地域個体運における L. 

bucneri 感染率（上）およびトラマルハナバチ地域個体群における感染率（下）。円グラフの

黒が感染率を示す。 

 

（６）国外におけるマルハナバチ類生態影響情報収集整備 

 2000 年から 2016 年までのマルハナバチ類に対するネオニコチノイド系農薬の生態リスク評価

に関する学術論文情報をレビューした。その結果、33 件の原著論文が該当した。概要は以下の

通りである。  

 

・北米では 1970 年代と比較して、2000 年代におけるマルハナバチ類の多様性が著しく低下して

おり、絶滅した個体群も複数存在すると報告されている。原因の一つに農薬も疑われている 1）2）。  

・マルハナバチ類は働き蜂の飛翔範囲はセイヨウミツバチよりも狭いため、農業環境において営

巣しているコロニーについては、農薬処理された餌資源に依存する割合が高くなり、また土壌中

に営巣することから、土壌を介した影響も考慮する必要があると考察されている 16)。  
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・急性毒性試験の結果から、ネオニコチノイド系農薬およびフィプロニルはすべて、マルハナバ

チ類に対して高い毒性を示す 4）5）6）7）8）9）。  

・室内ミニコロニー試験では 6〜36ppb のネオニコチノイド農薬を投与しても影響が見られない

10）11）という報告の一方、1ppb で増殖に影響がでるという報告もある 12）。 

・イミダクロプリドやチアメトキサムの環境中暴露の予測濃度をセイヨウオオマルハナバチに投

与することでコロニー成長および飛翔行動に異常が生じるとする報告がある 13）14）15）。  

・野外暴露レベルの濃度（2.1ppb）のイミダクロプリドやクロチアニジンをセイヨウオオマルハ

ナバチに摂食させると脳内に 4〜10nM の薬剤が移行することが示される。さらにセイヨウオオ

マルハナバチの神経培養細胞に 1〜10nM のイミダクロプリドやクロチアニジンを暴露するとア

セチルコリン受容体のアセチルコリン感受性が増大する。以上のことから、ネオニコチノイド農

薬の低濃度暴露の行動異常のメカニズムを推定している 17)。  

 

 以上の文献調査から、ミツバチに比べてマルハナバチ類に対する生態影響評価については、定

量的データを示した科学的調査事例数は少ない。特に、コロニーレベルの影響については実験に

よって、結果に差がある。今後、実験系の精査を行い、安定した試験システムの検討を行う必要

があると考えられた。  

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

１）ネオニコチノイド系殺虫剤の花粉を介したマルハナバチ・コロニーレベルの毒性試験法

を開発した。  

２）次世代の新女王の生産をエンドポイントとしたコロニー生産阻害のイミダクロプリド花

粉中濃度の閾値が 20〜200ppb の間にあることを明らかにした。  

３）マルハナバチの分布情報とネオニコチノイド農薬の使用量に関する地図情報を統計的に

統合し、農薬使用量がマルハナバチの分布頻度に少なくとも負の影響を及ぼしてはいると

いう傾向はないことを示した。  

４）マルハナバチの病原寄生生物の検出法を確立するとともに、これら寄生生物の寄生率に

は地理的変異や宿主の種間差が存在することが明らかとなった。  

 

（２）環境政策への貢献  

1) 環境省「農薬の昆虫類への影響に関する検討会」において、本研究課題で得られたネオニ

コチノイド農薬によるマルハナバチ類に対するリスク評価研究成果を提供して、今後の野

生ハナバチにおける農薬生態影響実態の調査および対策に係る助言を行った。（第 1 回検

討会：2016 年 11 月 14 日、第 2 回検討会：2017 年 2 月 8 日）  

2) 本研究成果に基づき、生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフ

ォーム（IPBES）の  Deliverable 3(a): Thematic assessment of pollinators, pollination and food 

production において、Leading Author として参画し、世界規模での花粉媒介者と食糧生産

についてこれまでの傾向や対策について既存報告を取りまとめた。（”Summary for Policy 

Makers of the thematic assessment of Pollinators, Pollination and Food Production”： 
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http://www.ipbes.net/sites/default/files/downloads/pdf/spm_deliverable_3a_pollination_2017022

2.pdf、”Individual chapters and their executive summaries of the thematic assessment on 

pollinators, pollination and food production” (Laid out; posted on 5 March 20 17) ：

http://www.ipbes.net/sites/default/files/downloads/pdf/individual_chapters_pollination_20170305

.pdf）  

 

＜行政が既に活用した成果＞  

該当無し  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞  

 マルハナバチのコロニーレベル毒性試験および野外植物の花粉中濃度に基づく曝露評価を組

み合わせたリスク評価システムは今後、環境省の農薬による生物多様性影響調査事業において有

効活用される。  

 

６．国際共同研究等の状況  

ネオニコチノイドの農薬生態影響情報整備  

 カウンターパート：Francisco Sanchez-bayo 

 所属：Faculty of Agriculture and Environment, The University of Sydney, Eveleigh, NSW, Australia 

 参加・連携状況：国内外文献データの収集・分析・論文発表  

 国際的な位置づけ：IPBES への情報提供  

 

７．研究成果の発表状況  

（１）誌上発表  

＜論文（査読あり）＞  

1) Sanchez-Bayo F & Goka K: PLoS ONE, e94482 (2014), Pesticide Residues and Bees – A Risk 

Assessment. 

 2) Sanchez-Bayo F, Goulson D, Pennacchio F, Nazzi F, Goka K & Desneux N: Environmental 

International  89-90:7-11. (2016), Are bee diseases linked to pesticides?  

 

＜その他誌上発表（査読なし）＞  

 1)  五箇公一：昆虫と自然、2014 年 10 月号、2. (2014) 

  「近年問題視されているネオニコチノイド系殺虫剤の生態影響評価の課題」  

  2)  笠井 敦：昆虫と自然  2014 年 10 月号、3-6 (2014) 

  「ハチ類に対する残留ネオニコチノイドの影響」  

 3)  五箇公一：昆虫と自然、2014 年 10 月号、16-21 (2014) 

  「ナス畑のメソコズムを利用したネオニコチノイド殺虫剤の影響評価」  

 4)  五箇公一：科学、岩波書店、85、11、1035-1038（2015）  

http://www.ipbes.net/sites/default/files/downloads/pdf/spm_deliverable_3a_pollination_20170222.pdf
http://www.ipbes.net/sites/default/files/downloads/pdf/spm_deliverable_3a_pollination_20170222.pdf
http://www.ipbes.net/sites/default/files/downloads/pdf/individual_chapters_pollination_20170305.pdf
http://www.ipbes.net/sites/default/files/downloads/pdf/individual_chapters_pollination_20170305.pdf


  

 

5-1407-45 

  「科学通信  近年問題視されているネオニコチノイド系殺虫剤の生態影響評価の現状と課題」 

 

（２）口頭発表（学会等）  

 1)  笠井 敦：第 30 回個体群生態学会大会（2014）  

  「Two serious problems in agroecosystems; invasive alien species and chemical pesticides」 

  2) 笠井 敦・林 岳彦・五箇公一：第 59 回日本応用動物昆虫学会大会（2014） 

   「野生マルハナバチ類に対する残留ネオニコチノイドの影響」  

 3） 五箇公一：日本自然保護協会シンポジウム「ネオニコチノイド系農薬の生態系影響」（2015） 

  「ネオニコチノイド系農薬の生態リスク評価および実態」  

 4) 五箇公一：福井県「有機・生き物 米づくり推進大会」（2015）  

  「水田の生物多様性とネオニコチノイド農薬」  

 5) 五箇公一：登米市「環境保全型農業セミナー in 登米」（2016） 

  「水田の生物多様性とこれからの環境保全型農業のあり方について」  

 6) 五箇公一・滝久智：日本生態学会第 63 回大会（2016）  

  「ポリネーターの国際評価を行う意義」  

 7) 五箇公一：JSEDR 第３０回環境ホルモン学会講演会（2016） 

  「ネオニコチノイド農薬の生態系影響評価」  

 8) 五箇公一：IUCN 浸透性殺虫剤タスクフォース(TFSP)国際シンポジウム（2016）  

  「Ecological Risk Assessment of Systemic Insecticide in Japan- its progress and 

   challenges」  

 9) 五箇公一：平成 28 年度富山県立大学環境講演会（2016）  

  「ネオニコチノイド農薬による  生態影響評価~農薬と農業と私たちの生活~」  

 10) 五箇公一：一般社団法人日本環境化学会 25 周年記念講演会（2016） 

  「ネオニコチノイドに代表される現代農薬の生態リスク評価および対策」  

 11) 五箇公一：東北ブロック環境保全型農業推進コンクール表彰式・講演会（2017）  

  「農薬リスクと生物多様性〜これからの環境保全型農業のあり方について〜」  

 12) 五箇公一：日本生態学会第 64 回全国大会（2017） 

  「日本における浸透性殺虫剤の生態リスク評価〜その進歩と挑戦」  

 

（３）知的財産権  

 特に記載すべき事項はない。  

 

（４）「国民との科学・技術対話」の実施  

1) 国立環境研究所公開シンポジウム「ネオニコチノイド系農薬と生物多様性  ～何がどこま

で分かっているか？  今後の課題は何か？～」（主催：国立環境研究所、2015 年 7 月 15 日、

国立環境研究所・大山ホール、観客約 209 名）にて成果紹介  

2)  国立環境研究所「夏の大公開 2015」（2015 年 7 月 18 日、来場者約 5000 名）にて成果紹

介 
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3) エコライフフェア 2016（主催：環境省、2016 年 6 月 4 日〜5 日、代々木公園、来場者数約

80,000 名）にて成果紹介、環境大臣説明  

 

4) 国立環境研究所「夏の大公開 2016」（2016 年 7 月 23 日、来場者約 5000 名）にて成果紹介  

 

（５）マスコミ等への公表・報道等  

   特に記載すべき事項はない。  

 

（６）その他  

    特に記載すべき事項はない。  
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（３）ニホンミツバチ野生個体群に対する影響評価  

国立研究開発法人森林総合研究所  

森林昆虫研究領域 昆虫生態研究室     滝 久智  

北海道支所 森林育成研究グループ  永光 輝義  

             

   平成 26(開始年度)～28 年度累計予算額：27,159 千円（うち平成 28 年度：8,592 千円） 

 

［要旨］  

日本では、浸透移行型殺虫剤の陸域生物に対する評価は進んでいないことから、本系統剤の陸

域昆虫類に対する影響実態を明らかにする。対照薬剤として有機リン剤など他系統薬剤との比較

を行う。本サブテーマでは、まず、野生ニホンミツバチのワーカー個体による室内急性毒性試験

を行い、感受性変異を調査した。次に、飼育環境下にて野生ニホンミツバチ個体群のコロニーを

用いて野外実験を試み、花粉を介した農薬のコロニー影響試験を行った。さらに、ニホンミツバ

チの野生個体群の分布情報を収集およびデータベース化した上で、個体群情報を整理して空間構

造との関係を調べた。また、ニホンミツバチにおける寄生者の殺虫剤の影響を調査した。その結

果、個体レベルの急性毒性試験により、ネオニコチノイド系農薬といえでも感受性に差異がある

こと、概してニホンミツバチはセイヨウミツバチよりも農薬への感受性が高いことを示した。現

実的な濃度を用いて調査したコロニーレベルの試験ではネオニコチノイド系農薬の明確な影響

は確認されなかった。ニホンミツバチ全国分布の解析では、ネオニコチノイド系農薬の使用が、

ニホンミツバチの存在確率に正または負の影響を与える可能性を示唆した。オニコチノイド系農

薬によるコロニーレベルでの感染症影響について調査したが、明確な影響は確認されなかった。 

 

 

［キーワード］    

ニホンミツバチ、トウヨウミツバチ、急性毒性、コロニー、農薬  

 

１．はじめに  

近年、ネオニコチノイド系殺虫剤を代表とする浸透移行型殺虫剤による生態系影響が大きな環

境問題として注目を集めている。浸透移行型殺虫剤は植物の根から吸収されて、植物体内に移行

するという特性をもち、日本・東南アジアでは水稲の箱苗処理剤として 1990 年代より広く使用

されている。また欧米でも畑用作物の種子処理剤として普及してきた。本剤は、OECD テストガ

イドラインに基づく水生生物急性毒性試験では、極めて毒性が低いことが示されることから、生

態影響の低い薬剤と判定されていた。しかし、我が国では近年になって、本系統剤による水田お

よび周辺の節足動物群集に対する悪影響が懸念されるようになり、室内毒性試験やメソコズム試

験により極めて低濃度でも水生生物に対して毒性の高いことが示されている。一方、欧米では本

剤による家畜ミツバチに対する影響が注目され、現在、北米で問題となっている蜂群崩壊症候群

(CCD)の原因物質として疑われている。こうした状況の中、我が国でも家畜ミツバチに対する影

響評価が進められつつある。しかし、これまでの研究は、比較的高い濃度での急性毒性、亜急性

毒性試験がほとんどであり、実環境における低濃度暴露の影響評価は進んでいない。2013 年 5
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月に EU がハチに対する生態リスクからネオニコチノイド農薬 3 剤の使用規制を発表し、日本で

も本系統剤の影響実態を緊急に明らかにする必要がある。こうした点からも、日本唯一の在来ミ

ツバチ種であるニホンミツバチに着目し、本系統剤の影響実態を明らかにする必要がある。  

 

２．研究開発目的  

日本では、浸透移行型殺虫剤の陸域生物に対する評価は進んでいないことから、本系統剤の陸域

昆虫類に対する影響実態を明らかにする。対照薬剤として有機リン剤など他系統薬剤との比較を

行う。本サブテーマでは、野生ニホンミツバチのワーカー個体による室内急性毒性試験を行い、

感受性変異を調査する。飼育環境下にて野生ニホンミツバチ個体群のコロニーを用いて野外実験

を試み、コロニー生育や成長を評価ポイントとして、花粉を介した農薬のコロニー影響試験を行

う。またニホンミツバチの野生個体群の分布情報を収集およびデータベース化した上で、個体群

情報を整理して空間構造との関係を調べる。ニホンミツバチの寄生生物相を調査して、病原体の

分離を行うとともに、検鏡や PCR 診断による病原特定方法を開発し、ニホンミツバチにおける

寄生者の殺虫剤の影響を調査する。  

 

３．研究開発方法  

（１）既存報告の整理  

国内外におけるミツバチ類に対する毒性影響情報の収集と整備として、Apis 属のハナバチに関

する既存研究報告を収集し再検討した。なお、本情報は下記の試験をする上で設定環境を整える

ために利用した。  

 

（２）個体レベルの急性毒性試験  

ネオニコチノイド系 5 剤（アセタミプリド、イミダクロプリド、クロチアニジン、ジノテフラ

ン、チアメトキサム）、フェニルピラゾール系 1 剤（フィプロニル）、有機リン系 2 剤（ダイア

ジノン、フェニトロチオン（MEP））、新規アントラニルジアミド系 1 剤（クロラントラニリプ

ロール）、ピレスロイド系 1 剤（エトフェンプロックス）、カーバメート系 1 剤（カルバリル）

を用いて急性経皮毒性試験を行った。方法は OECD のセイヨウミツバチに対する試験ガイドライ

ンを参考にしたが、ニホンミツバチように適用を試みた（図(3)-1）。羽化後 2 日までの働き蜂個

体の背面にアセトンで希釈した対象薬剤を投与し、4、24、48、72 時間後までの生死を確認した。

薬剤の濃度設定においては昨年度の予備実験で得られたおおよその半数致死量（LD50）値を参

考にした。これらに加えて、エチプロール（フェニルピラゾール系）、アセフェート（有機リン

系）とフルベンジアミド（ジアミド系）の 3 剤を用いて急性経皮毒性試験も行った。  
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図(3)-1. OECD のセイヨウミツバチに対する試験ガイドラインに準じて開発したニホンミツバチ

用試験の様子  

 

（３）コロニーに対する低濃度曝露試験  

春から初夏にかけて、ニホンミツバチの分蜂群を捕獲し、専用の木製巣箱に移動させた後、茨

城県つくば市にある森林総合研究所構内にて飼育試験を行った（図 (3)-2）。試験には無農薬区（農

薬希釈用に添加したアセトンのみ）として 6 コロニー、ネオニコチノイド区（ジノテフラン）と

して 4 コロニー、非ネオニコチノイド系農薬のピレスロイド区（エトフェンプロックス）として

4 コロニーを用いた。この地域のイネの出穂時期かつ本田における農薬使用が見込まれる 8 月初

旬から 2 週間、上記の薬剤入り人工飼料（ビーハッチャー）を巣箱内に投与し摂食させた。人工

飼料中の農薬濃度については、日本におけるセイヨウミツバチと農薬に関する既存の調査結果

(Kimura et al 2014 Journal of Apicultural Research）で報告されている働き蜂によって採集された花

粉中濃度を参考にした。本既存調査で報告されている範囲の最大の値とし、ジノテフランは

301.8ng/g、エトフェンプロックスは 25.4ng/g を投与した。投与前から巣の生存、重量、蜂児面積

について計測を開始し、投与後それらの動態を調査した。  
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図(3)-2. ニホンミツバチのコロニーレベル試験の様子  

 

（４）分布状況調査  

ニホンミツバチの分布が確認されている北海道を除く本州以南の 139 地点から花および巣か

ら直接採集をした個体群を用いた（図(3)-3）。ニホンミツバチ女王は他コロニーで産出された複

数の雄と交尾をした後に働き蜂を産出する。そのため、採集した働き蜂の遺伝的多様性を調査す

ることから、採集地におけるニホンミツバチの分布情報の指標のひとつとなり得る親の遺伝的多

様性を推定した。採集個体の 14 遺伝子座のマイクロサテライトを候補として調査し、うち多型

が確認でき増幅に成功した 6 遺伝子座を分析に用いた。得られた個体群の遺伝的多様性から推定

された父親の遺伝的多様性を応答変数、地形や気候などの説明変数に加えて、農薬が使用されて

いると考えられる水田や畑地などの農耕地の土地利用情報を説明変数にして解析を試みた。  
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図(3)-3. ニホンミツバチの採集地。青色は訪花地、橙色は営巣地を示す。  

 

さらには、全国より採集したニホンミツバチの訪花地と営巣地の情報をもとに（図 (3)-1）、ネ

オニコチノイド系農薬（イミダクロプリド、クロチアニジン、ジノテフラン、チアクロプリド、

チアメトキサム、ニテンピラム）の総使用量に加えて土地利用と気候を環境変数として、訪花地

と営巣地それぞれの分布モデルを作成した（表(3)-1）。ネオニコチノイド系農薬使用量は、都道

府県毎における各種農薬の使用量データ、さらには都道府県毎における各種農薬の用途別使用量

データ（谷地ら 2016 日本農薬学会誌）から上記の土地利用率をもとにして計算した水田と畑地

の 1km
2 辺りの使用量を用いた。土地利用データは JAXA 日本域高解像度土地利用土地被覆図

ver.16.09 (http://www.eorc.jaxa.jp/ALOS/lulc/jlulc_jpn.htm）を 1 km
2 内の土地利用比率で求めたも

のを使用した。気候データは WorldClim（www.worldclim.org）より月ごとの気温と降水量の 1 km
2

スケールデータをもとに生物の分布に重要と考えられる気候データ Bioclimatic を計算したもの

を利用した。以上の環境変数を用い、訪花地と営巣地のそれぞれの分布モデルを

MaxEnt(ver.3.3.3k) (Phillips et al 2006 Ecological Modelling) で構築した。  
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表(3)-1.使用した環境変数   

環境変数名  情報源  

1km2 辺りの都市率（0-10000） JAXA 高解像度土地利用土地被覆図(var. 16.09) 

1km2 辺りの水田率（0-10000） JAXA 高解像度土地利用土地被覆図(var. 16.09) 

1km2 辺りの畑地率（0-10000） JAXA 高解像度土地利用土地被覆図(var. 16.09) 

1km2 辺りの草地率（0-10000） JAXA 高解像度土地利用土地被覆図(var. 16.09) 

1km2 辺りの森林率（0-10000） JAXA 高解像度土地利用土地被覆図(var. 16.09) 

夏季 3 ヶ月の最高平均気温  Wordclim より計算  

冬季 3 ヶ月の最低気温  Wordclim より計算  

夏季 3 ヶ月の降水量  Wordclim より計算  

冬季 3 ヶ月の降水量  Wordclim より計算  

温量指数（気温５℃以上の積算日） Wordclim より計算  

降雪量  Wordclim より計算  

1km2 辺りのネオニコ使用量  谷内ら(2016）農薬要覧より計算(2005-2010) 

県別ネオニコ使用量  谷内ら(2016)農薬要覧より計算(2005-2010) 

 

（５）感染症状況調査  

上述のニホンミツバチコロニ−に対する低濃度曝露試験において、各区の巣のニホンミツバチ

働き蜂を対象に、アカリンダニ（Acarapis woodi）、ノゼマ微胞子虫（Nosema spp.）、黒色女王

蜂児ウイルス（BQCV）、翅形態不全ウイルス（DWV）、サックブルード病ウイルス（SBV）の

感染率を調査した。各コロニーから、農薬入り餌を投与する前さらには投与後に働き蜂を複数個

体採集し、それら採集個体を検体にすることで感染率を調査した。アカリンダニについては働き

蜂を解剖し、虫体内部に寄生するダニの有無を確認し、微胞子虫およびウイルスについては分子

生物学的手法を用いた遺伝子診断により寄生の有無を確認した。  

 

４．結果及び考察  

（１）既存報告の整理  

既存研究報告の再検討による国内外におけるミツバチ類に対する毒性影響情報の収集と整備

により、Apis 属のミツバチに対する毒性試験についてのこれまでの報告は、セイヨウミツバチ

（Apis mellifera）中心でありニホンミツバチに対する試験報告はほぼ存在しないことが明らかと

なった。これまで報告されているセイヨウミツバチにおける毒性試験の結果の一部を記すと、低

濃度のチアメトキサム、イミダクロプリド、クロチアニジンなどの投与によって働き蜂の行動や

コロニーの成長に異常が生じることが報告されている（Henry et al . 2012 Science; Lu et al. 2014 

Bulletin of Insectology など）。一方で、ネオニコチノイド系といえども各薬剤によってセイヨウ

ミツバチ対する毒性は異なり、アセタミプリドとチアクロプリドについては低毒性が指摘されて

いる（Iwasa et al. 2004 Crop Protection）。直接的な毒性試験の報告に加え、間接的な効果として

イミダクロプリド、チアクロプリド、フィプロニルの低濃度暴露によって、セイヨウミツバチの

病原体となるノゼマへの感染率が高くなることが報告されている（Alaux et al. 2010 Environmental 

Microbiology; Vidau et al. 2011 PLoS One; Pettis et al. 2012 Naturwissenschaften）うえ、クロチアニ
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ジンを用いた試験ではセイヨウミツバチの免疫に異常が生じて病原の影響を受けやすくなる機

構についても報告されている（Di Prisco et al. 2013 PNAS）。こうした国外での事例に加え、我が

国のセイヨウミツバチの事例に目を向けると、ジノテフランおよびクロチアニジンを実用薬量の

10 倍から 100 倍に希釈した濃度で投与した結果、コロニー成長に異常が生じるという報告があ

る（Yamada et al. 2012 Japanese Journal of Clinical Ecology）が、実験で使用されている薬量は野外

環境中にて報告されている値を上回るものであり、濃度を再検討し、ネオニコチノイド系以外の

薬剤を含めた上で、環境中暴露による影響を検証する必要があるだろう。また、北日本の斑点米

カメムシ対策として殺虫剤を使用している水田地帯において、セイヨウミツバチが巣門前で大量

に死亡している現象が報告されている。死亡個体から LD50 値を下回るもののクロチアニジンと

ジノテフランに加え、フェニルピラゾール系のエチプロール、合成ピレスロイド系のエトフェン

プロックス、有機リン系のフェントエートが検出されており、イネ開花時に水田で散布される殺

虫剤に花粉を収集するために訪れた働き蜂が曝露され大量死につながった可能性が高いとされ

る（Kimura et al. 2014 Journal of Apicultural Research）。なお、セイヨウミツバチを主として一部

マルハナバチなどに対するネオニコチノイド系農薬の影響については、Godfray et al. 2014. 

Proceedings B および Godfray et al. 2015. Proceedings B による総説内で、既存報告の整理とその科

学的妥当性の評価がなされていることを確認した。  

 

（２）個体レベルの急性毒性試験  

ネオニコチノイド系、フェニルピラゾール系、有機リン系、新規アントラニルジアミド系、ピ

レスロイド系、カーバメート系の 11 薬剤を用いたニホンミツバチの個体レベルの急性経皮毒性

試験では、ニホンミツバチに対する試験薬剤の LD50 値の最小と最大は、いずれもネオニコチノ

イド系薬剤から得られた。またどの薬剤の LD50 値においてもニホンミツバチの方がセイヨウミ

ツバチよりも低い傾向を示した（図(3)-4）。  
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図(3)-4. ニホンミツバチとセイヨウミツバチに対する各種農薬の LD50 値（μg/bee） 

 

 さらに追加試験した各農薬のニホンミツバチに対する LD50 値を求めたところ、エチプロール

は 0.0036μg/bee、アセフェートは 0.11μg/bee を示した。フルベンジルアミドについては 100μ

g/bee を与えても致死個体は観察されなかった。既存報告によると、セイヨウミツバチにおいて、

エチプロールは 0.013μg/bee、アセフェートは 1.8μg/bee であり、上記試験まで明らかになった

各種農薬の LD50 値の傾向と同様に、ニホンミツバチから得られる LD50 は低い値を示した。  

 

（３）コロニーに対する低濃度曝露試験  

巣の生存率、巣の重量、巣板に形成された蜂児面積について調査した。巣の生存率について、

無農薬区における給餌後生存率は 12 月まで減少傾向が確認され、ネオニコチノイド区およびピ

レスロイド区ではいずれにおいても、給餌した後の 9 月に至るまでは変化がなかったものの、そ

の後生存率は減少した（図(3)-5）。すべての巣において、12 月には消失に至り、冬越し可能な

コロニーは得られなかった。  
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図(3)－5. ニホンミツバチのコロニーにおける巣生存率の経時的変化  

 

生存コロニーにおける巣の重量については、給餌後いずれの区においても減少傾向がみられた

が、無農薬区、ネオニコチノイド区、ピレスロイド区のいずれの区間にも明確な相違は確認され

なかった（図(3)-6）。生存コロニーにおける巣板に形成された蜂児面積についても、給餌後いず

れの区においても減少傾向がみられたが、無農薬区、ネオニコチノイド区、ピレスロイド区のい

ずれの区間にも明確な相違は確認されなかった（図 (3)-7）。  
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図(3)－6. ニホンミツバチのコロニーにおける巣重量の経時的変化  

 

 

図(3)－7. ニホンミツバチのコロニーにおける蜂児面積の経時的変化  

 

 

（４）分布状況調査  

まず、野生ニホンミツバチの分布情報の生息地推定ついては、父親の相違度を応答変数と

して解析した結果、地形や気候では、経度、降水量、気温、日照時間の影響が確認された。

土地利用の効果としては、農薬全般の使用が想定される水田と畑地の効果は検出されず、農
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耕地がニホンミツバチの遺伝的多様性に負の効果をもたらしていることを支持しなかった

（図(3)-8）。 

 

図(3)-8. 採集個体の遺伝子型をもとに解析して得られた父親相違度  

 

続いて、全国より採集したニホンミツバチの訪花地と営巣地の情報をもとに、ネオニコチ

ノイド系農薬（イミダクロプリド、クロチアニジン、ジノテフラン、チアクロプリド、チア

メトキサム、ニテンピラム）の総使用量に加えて土地利用と気候を環境変数として、訪花地

と営巣地それぞれの分布モデルを作成した。結果、訪花個体群を用いて作成されたモデルは

ニホンミツバチの訪花地が確認された場所をそれ以外の場所から比較的高い確率で峻別する

事が可能であった（AUC：0.817）。環境変数を用いた解析によると、ニホンミツバチの訪花

地は水田率、都道府県別および 1km
2 グリッド毎のネオニコチノイド使用量、そして冬季の降

水量により説明される事が示された。都道府県別のネオニコ使用量に対して訪花地は最初存

在確率が上昇するもののその後使用量が増えるほど減少することが確認された一方で、1km
2

グリッド辺りのネオニコ使用量に対して最初は急激にその後緩やかに上昇する傾向がある事

が示唆された（図(3)-9）。また本モデルによって予測されるニホンミツバチの訪花地の予測

存在確率地図によると北海道を除いた平野部に多く分布している傾向が見られた（図 (3)-10）。 
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図(3)－9. ネオニコチノイド使用量単独でモデルを作成した場合における訪花地の予測存在確率

の変化（上：都道府県別、下：1km
2 グリッド毎）  
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図(3)－10. 訪花地の分布確率予測図  

 

営巣個体群を用いて作成されたモデルもニホンミツバチの営巣地が確認された場所をそれ

以外の場所から比較的高い確率で峻別する事が可能であった（AUC：0.832）。環境変数を用

いた解析によると、ニホンミツバチの営巣地はネオニコチノイドの県別およびグリッド 1km
2

毎の使用量、都市と森林率によって説明された。県別および 1km
2 毎のグリッド毎のネオニコ

チノイド使用量については、反応曲線によると営巣地の存在確率に対してともに負の影響を

与える事が示された（図(3)－11）。また営巣地の存在確率の分布地図によると、訪花地の分

布予測図に比べて太平洋側への分布の偏りが認められた（図 (3)－12）。 
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図(3)－11. ネオニコチノイド使用量単独でモデルを作成した場合における営巣地の予測存在確

率の変化（上：都道府県別、下：1km
2 グリッド毎）  
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図(3)－12. 営巣地の分布確率予測図  

 

以上の結果は、ニホンミツバチの訪花地および営巣地の存在確率はともにネオニコチノイ

ド農薬の正あるいは負の影響を受けることを示唆している。MaxEnt は環境変数間の相関関係

を取り除いて評価する事が可能でありその予測力には一定の評価がある。しかし、分布・環

境データ自体にデータの偏りが存在する場合はその解析や予測も偏ったものになる可能性が

高い。例えば、営巣の採集データは太平洋側に偏っていたため、営巣地の存在確率の分布は

訪花地の分布予測図に比べて太平洋側への偏りが認められた可能性がある。したがって、今

後偏りが少ない分布データの収集および抽出を行い、厳選された説明変数を用いる事でモデ

ルの予測精度を高めていく必要がある。また、本解析ではネオニコチノイド系農薬の総使用

量にのみ着目したが、今後農薬全般の使用量を加味した上での解析結果やネオニコチノイド

系農薬個別での解析結果から議論をすすめていく必要性もある。  

 

（５）感染症状況調査  

ニホンミツバチコロニ−に対する低濃度曝露試験に付随して感染状況を調査した。ノゼマ微

胞子虫（Nosema spp.）、黒色女王蜂児ウイルス（BQCV）、翅形態不全ウイルス（DWV）、

サックブルード病ウイルス（SBV）については、無農薬区、ネオニコチノイド区、ピレスロ

イド区のいずれにおいても感染率が低く、区間による明確な相違はみられなかった。アカリ

ンダニの寄生率については、無農薬区、ネオニコチノイド区、ピレスロイド区のいずれにお

いても給餌をした後の 9 月に至るまで感染率は上昇する傾向がみられたものの、区による明

確な違いを確認するには至らなかった（図(3)－13）。ネオニコチノイド区とピレスロイド区

とは異なり、11 月には無農薬区のみ感染率が減少する傾向がみられたものの、この時期まで
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に試験ニホンミツバチのコロニー数の減少が著しく、同月の無農薬区は１コロニーから得ら

れた結果であることに留意する必要がある。  

 

図(3)-13. ニホンミツバチのコロニーにおけるアカリンダニ寄生率の経時的変化  

 

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

・これまで困難であったニホンミツバチにおける個体レベルの急性毒性試験について試験方

法を確立した。  

・概してニホンミツバチはセイヨウミツバチよりも農薬への感受性が高いことを示した。  

・これまで採集や維持が困難であったニホンミツバチを対象としたコロニーレベルの試験に

関して単年度であるものの実施可能できることを示した。  

・ニホンミツバチ全国分布の解析により、ネオニコチノイド系農薬の使用が、ニホンミツバ

チの存在確率に正または負の影響を与える可能性を示唆した。  

・現実的な濃度を用いてネオニコチノイド系農薬によるコロニーレベルでの感染症影響につ

いて調査したが、明確な影響は確認されなかった。  

 

（２）環境政策への貢献  

1）環境省「農薬の昆虫類への影響に関する検討会」において、成果の一つであるニホンミツバ

チの農薬影響について説明した。  

 

＜行政が既に活用した成果＞  
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・本研究成果に基づき、生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフ

ォーム（IPBES）の Deliverable 3(a): Thematic assessment of pollinators, pollination and food 

production において、Leading Author として参画し、世界規模での花粉媒介者と食糧生産につ

いてこれまでの傾向や対策について既存報告を取りまとめた。  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞  

・殺虫剤のリスク管理を考慮する場合、異なるネオニコチノイド系薬剤を単にネオニコチノイ

ド系として扱うことは避け、セイヨウミツバチとは異なる戦略がニホンミツバチに必要であるこ

とが示唆された。  

 

６．国際共同研究等の状況  

特に記載すべき事項はない。  
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[Abstract] 
 

Key Words: Bumblebee, Environmental impact, Japanese honeybee, Neonicotinoid 

insecticide, Terrestrial insect  

 

To explore the ecological impact of neonicotinoid insecticides (hereafter, 

neonics) on terrestrial insects, we conducted toxicity tests and assessed the effects of 

treatment with a range of neonics and non-neonics on insect communities. We also 

inspected the ecological impacts of neonics on bumblebees and on the Japanese 

honeybee, Apis cerana japonica. 

We conducted dermal toxicity tests of 14 insecticides on 24 terrestrial arthropod 

species to determine the species sensitivity distributions (SSDs). The slopes of the SSDs 

of neonics tended to be more moderate than those of non-neonics; because these neonics 

have higher selective toxicity it is difficult to use typical species to evaluate the risks 

they pose. 

We assessed the terrestrial arthropod communities in a field of eggplant and its 

surrounding buffer zone after treatment with a granular formulation of neonics and an 

organophosphate insecticide. Both of them affected the communities in the eggplant 

field. In the buffer zone, pesticide residues were detected and accumulated with 

increasing frequency of treatment, but these residues did not affect the arthropod 

communities. 

We tested the acute toxicity of each insecticide to Japanese native bumblebees, 

Bombus ignitus and Bombus diversus, in the laboratory. There was little difference 

between the acute toxicity of neonics and those of conventional insecticides. We also 

performed colony toxicity tests in a greenhouse to elucidate the colony growth-inhibition 

effects of the insecticides via pollen residues. In the greenhouse, the threshold 
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concentrations of neonics in pollen for growth inhibition were between 20 and 200 ppb, 

whereas in the field the pollen residue concentrations of neonics were between 10 and 

100 ppb. Therefore, at least on the basis of our current data, the effect of exposure to 

pollen residues was likely not critical. There was no correlation between wild bumblebee 

distribution and the amounts of neonics used per unit area. 

We also examined the effects of neonics and other insecticides on the Japanese honeybee 

Apis cerana japonica. Tests of the acute toxicity showed that in general the Japanese 

honeybees showed greater susceptibility to any insecticides, including neonics, than the 

European honeybees Apis mellifera. Colony development did not differ between 

conventional insecticides and neonics. Analyses of the nationwide distribution of 

Japanese honeybees suggested that the use of neonics could have either a positive or a 

negative influence on the probability of the existences. There was no clear indication 

that the neonics at realistic concentrations affected the occurrence of diseases at the 

colony level. 
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